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 綾部市職員等の旅費に関する条例をここに公布する。 

  令和７年６月３０日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第３７号 

綾部市職員等の旅費に関する条例 

綾部市職員等の旅費に関する条例（昭和２８年綾部市条例第６号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、他に定めがあるものを除き、公務のため旅行する常勤の特別職及び

一般職の職員（以下「職員」という。）並びに職員以外の者に対して支給する旅費に

関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（１）旅行 本邦（本州、北海道、四国、九州及びこれらに附属する島の存する領域をい

う。次号において同じ。）における旅行をいう。 

（２）外国旅行 本邦と外国（本邦以外の領域（公海を含む。）をいう。以下この号にお

いて同じ。）との間における旅行及び外国における旅行をいう。 

（３）出張 職員が公務のため一時その在勤公署（任命権者又はその委任を受けた者（以

下「旅行命令権者」という。）が認める場合には、その住所、居所その他旅行命令権

者が認める場所）を離れて旅行し、又は職員以外の者が公務のため一時その住所又は

居所を離れて旅行することをいう。 

（４）赴任 新たに採用された職員がその採用に伴う移転のため住所若しくは居所から在

勤公署に旅行し、又は転任を命ぜられた職員がその転任に伴う移転のため旧在勤公署

から新在勤公署に旅行することをいう。 

（５）帰住 職員が退職し、又は死亡した場合において、その職員又はその遺族が生活の

根拠となる地に旅行することをいう。 

（６）家族 職員の配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情に

ある者を含む。次号において同じ。）、子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹で職員と

生計を一にするものをいう。 

（７）遺族 職員の配偶者、子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹並びに職員の死亡当時職

員と生計を一にしていた他の親族をいう。 

（８）旅行役務提供者 旅行業者（旅行業法（昭和２７年法律第２３９号）第６条の４第

１項に規定する旅行業者をいう。）その他の規則で定める者（以下この号において

「旅行業者等」という。）であって、市と旅行役務提供契約（旅行業者等が市に対し
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て旅行に係る役務その他の規則で定めるものを旅行者に提供することを約し、かつ、

市が当該旅行業者等に対して当該旅行に係る旅費に相当する金額を支払うことを約す

る契約をいう。次条第７項において同じ。）を締結したものをいう。 

（旅費の支給） 

第３条 職員が出張し、又は赴任（市長が特に必要と認めるものに限る。以下同じ。）し

た場合には、当該職員に対し、旅費を支給する。 

２ 職員又はその遺族が次の各号のいずれかに該当する場合には、当該各号に掲げる者に

対し、旅費を支給する。 

（１）職員が出張又は赴任のための旅行中に退職、免職、失職又は休職（以下「退職等」

という。）となった場合（当該退職等に伴う旅行を必要としない場合を除く。）に 

は、当該職員 

（２）職員が出張又は赴任のための旅行中に死亡した場合には、当該職員の遺族 

（３）職員が死亡した場合において、当該職員の遺族がその死亡の日の翌日から３月以内

にその居住地を出発して帰住したときは、当該遺族 

３ 職員が前項第１号の規定に該当する場合において、地方公務員法（昭和２５年法律第

２６１号）第１６条各号又は第２９条第１項各号に掲げる事由又はこれらに準ずる事由

により退職等となったときは、前項の規定にかかわらず、同項の規定による旅費は、支

給しない。 

４ 職員又は職員以外の者が、市の機関の依頼又は要求に応じ、公務の遂行を補助するた

め、証人、鑑定人、参考人、通訳等として旅行した場合その他市費を支弁して旅行させ

る必要がある場合には、その者に対し、旅費を支給する。 

５ 第１項、第２項及び前項の規定により旅費の支給を受けることができる者が、次条第

３項の規定により旅行命令又は旅行依頼（以下「旅行命令等」という。）の変更（取消

しを含む。以下同じ。）を受け、又は死亡した場合その他規則で定める場合には、当該

旅行のため既に支出した金額のうちその者の損失となる金額又は支出を要する金額で規

則で定めるものを旅費として支給することができる。 

６ 第１項、第２項及び第４項の規定により旅費の支給を受けることができる者が、旅行

中天災その他規則で定める事情により概算払を受けた旅費額（概算払を受けなかった場

合には、概算払を受けることができた旅費額に相当する金額）の全部又は一部を喪失し

た場合には、その喪失した旅費額の範囲内で規則で定める金額を旅費として支給するこ

とができる。 

７ 第１項、第２項、第４項及び第５項に規定する場合において、市が旅行役務提供契約

に基づき旅行役務提供者に支払うべき金額があるときは、これらの項に規定する者に対

する旅費の支給に代えて、当該旅行役務提供者に対し、当該金額を旅費に相当するもの

として支払うことができる。 

（旅行命令等） 

第４条 次の各号に掲げる旅行は、当該各号に掲げる区分により、旅行命令権者の発する

旅行命令等によって行われなければならない。 

（１）前条第１項の規定に該当する旅行 旅行命令 
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（２）前条第４項の規定に該当する旅行 旅行依頼 

２ 旅行命令権者は、電信、電話、郵便等の通信による連絡手段によっては公務の円滑な

遂行を図ることができない場合で、かつ、予算上旅費の支出が可能である場合に限り、

旅行命令等を発することができる。 

３ 旅行命令権者は、既に発した旅行命令等の変更をする必要があると認める場合で、前 

項の規定に該当する場合には、自ら又は次条第１項若しくは第２項の規定による旅行者 

の申請に基づき、その変更をすることができる。 

４ 旅行命令簿又は旅行依頼簿の記載又は記録に関し必要な事項は、規則で定める。 

（旅行命令等に従わない旅行） 

第５条 旅行者は、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により旅行命令等（前 

条第３項の規定により変更を受けた旅行命令等を含む。以下この条において同じ。）に 

従って旅行することができない場合には、あらかじめ旅行命令権者に旅行命令等の変更 

の申請をしなければならない。 

２ 旅行者は、前項の規定による旅行命令等の変更の申請をするいとまがない場合には、

旅行命令等に従わないで旅行した後、できるだけ速やかに旅行命令権者に旅行命令等

の変更の申請をしなければならない。 

３ 旅行者が、前２項の規定による旅行命令等の変更の申請をせず、又は申請をしたがそ

の変更が認められなかった場合において、旅行命令等に従わないで旅行したときは、

当該旅行者は、旅行命令等に従った限度の旅行に対する旅費のみの支給を受けること

ができる。 

（旅費の種目） 

第６条 旅費の種目は、鉄道賃、船賃、航空賃、その他の交通費、宿泊費、包括宿泊費、

宿泊手当、市内旅費、転居費、着後滞在費及び家族移転費とする。 

（旅費の計算） 

第７条 旅費は、旅行に要する実費を弁償するためのものとして前条に規定する旅費の種

目及び第９条から第２０条までに規定する旅費の内容に基づき、最も経済的な通常の経

路及び方法により旅行した場合によって計算する。ただし、公務上の必要又は天災その

他やむを得ない事情により最も経済的な通常の経路又は方法により旅行し難い場合に 

は、その現によった経路及び方法によって計算する。 

（旅費の請求手続） 

第８条 旅費（概算払に係る旅費を含む。）の支給を受けようとする旅行者及び概算払に

係る旅費の支給を受けた旅行者でその精算をしようとするもの並びに旅費に相当する金

額の支払を受けようとする旅行役務提供者は、所定の請求書（当該請求書に記載すべき

事項を記録した電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識す

ることができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供さ

れるものをいう。第４項において同じ。）を含む。以下この条において同じ。）に必要

な資料を添えて、これを会計管理者に提出しなければならない。この場合において、必

要な資料の全部又は一部を提出しなかった者は、その請求に係る旅費又は旅費に相当す

る金額のうちその資料を提出しなかったため、その旅費又は旅費に相当する金額の必要

条　例

3



が明らかにされなかった部分の支給又は支払を受けることができない。 

２ 概算払に係る旅費の支給を受けた旅行者は、当該旅行を完了した後所定の期間内に、

当該旅行について前項の規定による旅費の精算をしなければならない。 

３ 会計管理者は、前項の規定による精算の結果過払金があった場合には、所定の期間内

に、当該過払金を返納させなければならない。 

４ 第１項の請求書又は資料が電磁的記録で作成されているときは、電磁的方法（電子情

報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法をいう。次項におい

て同じ。）をもって提出することができる。 

５ 前項の規定により請求書又は資料の提出が電磁的方法により行われたときは、会計管

理者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録がなされた時に当該請求書

又は資料を提出したものとみなす。 

６ 第１項に規定する請求書及び必要な資料の種類、記載事項又は記録事項並びに第２項

及び第３項に規定する期間その他の必要な事項は、市長が別に定める。 

（鉄道賃） 

第９条 鉄道賃は、鉄道（鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）第２条第１項に規定す

る鉄道事業の用に供する鉄道及び軌道法（大正１０年法律第７６号）第１条第１項に規

定する軌道その他規則で定めるものをいう。第１２条において同じ。）を利用する移動

に要する費用とし、その額は、次に掲げる費用（第２号から第５号までに掲げる費用 

は、第１号に掲げる運賃に加えて別に支払うものであって、公務のため特に必要とする

ものに限る。）の額の合計額とする。 

（１）運賃 

（２）急行料金 

（３）寝台料金 

（４）座席指定料金 

（５）前各号に掲げる費用に付随する費用 

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、規則で定める額とする。 

（船賃） 

第１０条 船賃は、船舶（海上運送法（昭和２４年法律第１８７号）第２条第２項に規定

する船舶運航事業の用に供する船舶その他規則で定めるものをいう。第１２条において

同じ。）を利用する移動に要する費用とし、その額は、次に掲げる費用（第２号から第

４号までに掲げる費用は、第１号に掲げる運賃に加えて別に支払うものであって、公務

のため特に必要とするものに限る。）の額の合計額とする。 

（１）運賃 

（２）寝台料金 

（３）座席指定料金 

（４）前３号に掲げる費用に付随する費用 

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、規則で定める額とする。 

（航空賃） 

第１１条 航空賃は、航空機（航空法（昭和２７年法律第２３１号）第２条第１８項に規
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定する航空運送事業の用に供する航空機その他規則で定めるものをいう。次条において

同じ。）を利用する移動に要する費用とし、その額は、次に掲げる費用（第２号及び第

３号に掲げる費用は、第１号に掲げる運賃に加えて別に支払うものであって、公務のた

め特に必要とするものに限る。）の額の合計額とする。 

（１）運賃 

（２）座席指定料金 

（３）前２号に掲げる費用に付随する費用 

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、規則で定める額とする。 

（その他の交通費） 

第１２条 その他の交通費は、鉄道、船舶及び航空機以外を利用する移動に要する費用と

し、その額は、次に掲げる費用（第２号から第５号までに掲げる費用は、公務のため

特に必要とするものに限る。）の額の合計額とする。 

（１）道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号イに掲げる一般乗合旅客自

動車運送事業（路線を定めて定期に運行する自動車により乗合旅客の運送を行うもの

に限る。）の用に供する自動車を利用する移動に要する運賃 

（２）道路運送法第３条第１号ハに掲げる一般乗用旅客自動車運送事業の用に供する自動

車その他の旅客を運送する交通手段（前号に規定する自動車を除く。）を利用する

移動に要する運賃 

（３）前２号に掲げる運賃以外の費用であって、道路運送法第８０条第１項の許可を受け

て業として有償で貸し渡す自家用自動車の賃料その他の移動に直接要する費用 

（４）自動車を利用する移動に要する費用（前３号に規定する費用を除く。）で、規則で

定める方法により算定される額 

（５）前各号に掲げる費用に付随する費用 

（宿泊費） 

第１３条 宿泊費は、旅行中の宿泊に要する費用とし、その額は、地域の実情及び旅行者

の職務を勘案して規則で定める額（次条において「宿泊費基準額」という。）とす 

る。ただし、当該宿泊に係る特別な事情がある場合として規則で定める場合は、当該

宿泊に要する費用の額とする。 

（包括宿泊費） 

第１４条 包括宿泊費は、移動及び宿泊に対する一体の対価として支払われる費用とし、

その額は、当該移動に係る第９条から第１２条までの規定による交通費の額及び当該宿

泊に係る宿泊費基準額の合計額とする。 

（宿泊手当） 

第１５条 宿泊手当は、宿泊を伴う旅行に必要な諸雑費に充てるための費用とし、その額

は、通常要する費用の額を勘案して規則で定める１夜当たりの定額とする。 

（市内旅費） 

第１６条 市内出張における旅費については、規則で定める。 

（転居費） 

第１７条 転居費は、赴任に伴う転居に要する費用（第１９条第１項第１号又は第２号に
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規定する場合の家族の転居に要する費用を含む。）とし、その額は、転居の実態を勘案

して規則で定める方法により算定される額とする。 

（着後滞在費） 

第１８条 着後滞在費は、赴任に伴う転居に必要な滞在に係る費用とし、その額は、５夜

分を限度として、現に宿泊した夜数に係る宿泊費及び宿泊手当の合計額に相当する額と

する。 

（家族移転費） 

第１９条 家族移転費は、赴任に伴う家族の移転に要する費用とし、その額は、次に掲げ

る額とする。 

（１）赴任の際家族（赴任を命ぜられた日において同居している者に限る。以下この号及

び次号において同じ。）を職員の新居住地に移転する場合には、家族１人ごとに、職

員がその移転をするものとして算定した交通費、宿泊費、包括宿泊費、宿泊手当及び

着後滞在費の合計額に相当する額 

（２）前号に規定する場合に該当せず、かつ、赴任を命ぜられた日の翌日から１年以内に

家族を職員の居住地（赴任後家族を移転するまでの間に更に赴任があった場合には、

当該赴任後における職員の新居住地）に移転する場合には、前号の規定に準じて算定

した額 

２ 旅行命令権者は、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情がある場合には、前

項第２号に規定する期間を延長することができる。 

（研修及び各種講習を受けるための旅費） 

第２０条 研修及び各種講習を受けるため（資格試験のための受験を含む。）市外に出張

を必要とする職員の出張のための旅行については、旅行の期間、路程、出張の種類等

によって個々の場合につき市長が定める定額を支給することができる。ただし、その

額は、この条例で定める基準を超えることができない。 

（外国旅行の旅費） 

第２１条 外国旅行の場合における旅費については、国家公務員等の旅費に関する法律

（昭和２５年法律第１１４号）の例による。 

（退職者等の旅費） 

第２２条 第３条第２項第１号の規定により支給する旅費は、退職等の日の翌日から３月

以内における当該退職等に伴う旅行について、出張又は赴任の例に準じて規則で定め

るものとする。 

２ 前項の場合において、退職等となった職員が家族を移転するときは、同項に規定する

旅費に、転居費のうち家族の転居に要する費用及び家族移転費に相当するものを加え

るものとする。 

３ 任命権者は、天災その他やむを得ない事情がある場合には、第１項に規定する期間を

延長することができる。 

（遺族の旅費） 

第２３条 第３条第２項第２号及び第３号の規定により支給する旅費は、出張又は赴任の

例に準じて規則で定めるものとする。 
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（旅費の支給額の上限） 

第２４条 鉄道賃、船賃、航空賃及びその他の交通費（家族移転費のうちこれらに相当す

る部分を含む。）に係る旅費の支給額は、第９条第１項各号、第１０条第１項各号、第

１１条第１項各号及び第１２条各号に掲げる各費用について、当該各条及び第７条の規

定により計算した額と現に支払った額を比較し、当該各費用ごとのいずれか少ない額を

合計した額とする。 

２ 宿泊費、包括宿泊費、転居費、着後滞在費（宿泊手当に相当する部分を除く。）及び

家族移転費（宿泊手当に相当する部分を除く。）に係る旅費の支給額は、当該各種目

について第１３条、第１４条、第１７条、第１８条及び第１９条第１項並びに第７条

の規定により計算した額と現に支払った額を比較し、当該各種目ごとのいずれか少な

い額を合計した額とする。 

（旅費の調整） 

第２５条 任命権者は、旅行者が市以外の者から旅費の支給を受ける場合その他旅行にお

ける特別の事情により又は旅行の性質上この条例の規定による旅費を支給した場合に

は不当に旅行の実費を超えた旅費又は通常必要としない旅費を支給することとなる場

合においては、その実費を超えることとなる部分の旅費又はその必要としない部分の

旅費を支給しないことができる。 

２ 旅行者がこの条例の規定による旅費により旅行することが当該旅行における特別の事

情により又は当該旅行の性質上困難である場合には、任命権者に協議して定める旅費

を支給することができる。 

（旅費の特例） 

第２６条 任命権者は、職員について労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第１５条第

３項又は第６４条の規定に該当する事由がある場合において、この条例の規定による

旅費の支給ができないとき、又はこの条例の規定により支給する旅費が労働基準法第

１５条第３項又は第６４条の規定による旅費又は費用に満たないときは、当該職員に

対しこれらの規定による旅費若しくは費用に相当する金額又はその満たない部分に相

当する金額を旅費として支給するものとする。 

（旅費の返納） 

第２７条 会計管理者は、旅行者又は旅行役務提供者がこの条例の規定に違反して旅費の

支給又は旅費に相当する金額の支払を受けた場合には、当該旅費又は当該金額を返納

させなければならない。 

２ 旅行者がこの条例の規定に違反して旅費の支給を受けた場合には、会計管理者は、前

項に規定する返納に代えて、当該会計管理者がその後においてその者に対し支出し、

又は支払う給与又は旅費の額から、当該旅費に相当する金額を差し引くことができ 

る。 

（規則への委任） 

第２８条 この条例に定めるもののほか、この条例の規定による旅費の支給の手続その他

この条例の実施のため必要な事項は、規則で定める。 
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附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、同日以後に出発する旅行から適用する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に出発した旅行については、なお従前の例による。 
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 綾部市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和７年６月３０日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第３８号 

綾部市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 綾部市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成６年綾部市条例第３１号）の一部を

次のように改正する。 

第１６条の３を第１６条の４とする。 

第１６条の２第１項中「申告、請求又は申出（次条において「請求等」という。）」を

「請求等」に改め、同条を第１６条の３とし、第１６条の次に次の１条を加える。 

 （妊娠、出産等についての申出をした職員等に対する意向確認等）

第１６条の２ 任命権者は、綾部市一般職職員の育児休業等に関する条例（平成４年綾部

市条例第１号。以下「育休条例」という。）第１３条第１項の措置を講ずるに当たって

は、同項の規定による申出をした職員（以下この項において「申出職員」という。）に

対して、次に掲げる措置を講じなければならない。 

（１）申出職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号において「出生時両立

支援制度等」という。）その他の事項を知らせるための措置 

（２）出生時両立支援制度等の請求、申告又は申出（以下「請求等」という。）に係る申

出職員の意向を確認するための措置 

（３）育休条例第１３条第１項の規定による申出に係る子の心身の状況又は育児に関する

申出職員の家庭の状況に起因して当該子の出生の日以後に発生し、又は発生すること

が予想される職業生活と家庭生活との両立の支障となる事情の改善に資する事項に係

る申出職員の意向を確認するための措置 

２ 任命権者は、３歳に満たない子を養育する職員（以下この項において「対象職員」と

いう。）に対して、規則で定める期間内に、次に掲げる措置を講じなければならない。 

（１）対象職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号において「育児期両立

支援制度等」という。）その他の事項を知らせるための措置 

（２）育児期両立支援制度等の請求等に係る対象職員の意向を確認するための措置 

（３）対象職員の３歳に満たない子の心身の状況又は育児に関する対象職員の家庭の状況

に起因して発生し、又は発生することが予想される職業生活と家庭生活との両立の支

障となる事情の改善に資する事項に係る対象職員の意向を確認するための措置 

３ 任命権者は、第１項第３号又は前項第３号の規定により意向を確認した事項の取扱い

に当たっては、当該意向に配慮しなければならない。 
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附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和７年１０月１日から施行する。ただし、次条の規定は、公布の

日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 任命権者は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前においても、こ

の条例による改正後の綾部市職員の勤務時間、休暇等に関する条例第１６条の２第２項

の規定の例により、同項各号に掲げる措置を講ずることができる。この場合において、

その講じられた措置は、施行日以後は、同項の規定により講じられたものとみなす。 
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 綾部市一般職職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和７年６月３０日 

 綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第３９号 

綾部市一般職職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 綾部市一般職職員の育児休業等に関する条例（平成４年綾部市条例第１号）の一部を次

のように改正する。 

第１条中「及び第２項」を「から第３項まで及び第５項」に改める。 

第９条中「及び勤務日ごとの勤務時間」を削り、「除く」の次に「。次条において同 

じ」を加える。 

第１０条の見出し中「部分休業」を「第１号部分休業」に改め、同条第１項中「部分休

業（育児休業法第１９条第１項に規定する部分休業をいう。以下同じ。）の承認は、正規

の勤務時間（非常勤職員（定年前再任用短時間勤務職員等を除く。以下この条において同

じ。）にあっては、当該非常勤職員について定められた勤務時間）の始め又は終わりにお

いて」を「育児休業法第１９条第２項第１号に掲げる範囲内で請求する同条第１項に規定

する部分休業（以下「第１号部分休業」という。）の承認は」に改め、同条第２項中「に

よる育児時間」の次に「（以下「育児時間」という。）」を、「勤務しない職員」の次に

「（非常勤職員を除く。）」を加え、「部分休業（育児休業法第１９条第１項に規定する

部分休業をいう。以下同じ。）」を「第１号部分休業」に改め、同条第３項中「部分休 

業」を「第１号部分休業」に改め、「５時間４５分を減じた時間」の次に「を超えない範

囲内で」を加え、「介護時間」を「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者

の福祉に関する法律（平成３年法律第７６号）第６１条の２第２０項の規定による介護を

するための時間」に、「から当該承認を受けて勤務しない時間を減じた時間）を超えない

範囲内で」を「を超えない範囲内で、かつ、２時間から当該育児時間又は当該介護をする

ための時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲内で）」に改め 

る。 

 第１０条の次に次の４条を加える。 

（第２号部分休業の承認） 

第１０条の２ 育児休業法第１９条第２項第２号に掲げる範囲内で請求する同条第１項に

規定する部分休業（以下「第２号部分休業」という。）の承認は、１時間を単位として

行うものとする。ただし、次の各号に掲げる場合にあっては、それぞれ当該各号に定め

る時間数の第２号部分休業を承認することができる。 

（１）１回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間がある場合であって、当

該勤務時間の全てについて承認の請求があったとき 当該勤務時間の時間数 
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（２）第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数がある場合であって、当該残時間数

の全てについて承認の請求があったとき 当該残時間数 

（育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間） 

第１０条の３ 育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間は、毎年４月１日か

ら翌年３月３１日までとする。 

 （育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める時間を基準として条例で定め

る時間） 

第１０条の４ 育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める時間を基準として

条例で定める時間は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める時間とす

る。 

（１）非常勤職員以外の職員 ７７時間３０分 

（２）非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間数に１０を乗じて得た

時間 

（育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情） 

第１０条の５ 育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情は、配偶者が負傷又

は疾病により入院したこと、配偶者と別居したことその他の同条第２項の規定による申

出時に予測することができなかった事実が生じたことにより同条第３項の規定による変

更（以下「第３項変更」という。）をしなければ同項の職員の小学校就学の始期に達す

るまでの子の養育に著しい支障が生じると任命権者が認める事情とする。 

 第１１条第１項中「部分休業」を「育児休業法第１９条第１項に規定する部分休業（次

項において「部分休業」という。）」に改める。 

 第１２条を次のように改める。 

 （部分休業の承認の取消事由） 

第１２条 育児休業法第１９条第６項において準用する育児休業法第５条第２項の条例で

定める事由は、職員が第３項変更をしたときとする。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１９条第２

項第２号に掲げる範囲内において、この条例の施行の日から令和８年３月３１日までの

間における同条第１項に規定する部分休業の承認の請求をする場合におけるこの条例に

よる改正後の綾部市一般職職員の育児休業等に関する条例第１０条の４の規定の適用に

ついては、同条第１号中「７７時間３０分」とあるのは「３８時間４５分」と、同条第

２号中「１０」とあるのは「５」とする。 
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 綾部市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する

条例をここに公布する。

  令和７年６月３０日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第４０号 

綾部市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に

関する条例の一部を改正する条例 

 綾部市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３２年綾部

市条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第２項を次のように改める。 

２ 前項の規定により支給する旅費の額は、綾部市職員等の旅費に関する条例（令和７年

綾部市条例第３７号）の適用を受ける常勤の特別職の職員の例による。 

 附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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綾部市長等の給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和７年６月３０日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第４１号 

綾部市長等の給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条例 

綾部市長等の給与及び旅費に関する条例（昭和３２年綾部市条例第１２号）の一部を次

のように改正する。 

題名中「及び旅費」を削る。 

第１条中「及び旅費」を削る。 

第２条中「（１）給料表」を削る。 

第４条を削る。 

第５条中「、旅費及び第３条」を「及び前条」に改め、同条を第４条とする。  

別表（１）給料表中「（１）給料表」を「給料表」に改め、同表（２）旅費額表を削

る。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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綾部市教育委員会の教育長の給与等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布

する。 

  令和７年６月３０日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第４２号 

綾部市教育委員会の教育長の給与等に関する条例の一部を改正する条例 

 綾部市教育委員会の教育長の給与等に関する条例（昭和２７年綾部市条例第３９号）の

一部を次のように改正する。 

第２条の見出し中「給与等」を「給与」に改め、同条中「給与等」を「給与」に、 

「、期末手当及び旅費」を「及び期末手当」に改める。 

 第５条を削り、第６条を第５条とする。 

 附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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 綾部市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例をここ

に公布する。 

  令和７年６月３０日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第４３号 

綾部市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の 

       一部を改正する条例 

 綾部市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年綾部市条例第９５

号）の一部を次のように改正する。 

第２５条中「昭和２８年綾部市条例第６号」を「令和７年綾部市条例第３７号」に改め 

る。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

条　例

16



綾部市実費弁償条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和７年６月３０日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第４４号 

綾部市実費弁償条例の一部を改正する条例 

綾部市実費弁償条例（昭和３７年綾部市条例第３１号）の一部を次のように改正する。  

第２条中「昭和２８年綾部市条例第６号」を「令和７年綾部市条例第３７号」に改め 

る。 

 附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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 綾部市消防団員の定員、任免、服務等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布

する。 

  令和７年６月３０日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第４５号 

綾部市消防団員の定員、任免、服務等に関する条例の一部を改正する条例 

綾部市消防団員の定員、任免、服務等に関する条例（昭和５４年綾部市条例第２３号）

の一部を次のように改正する。 

第１３条第１項中「昭和２８年綾部市条例第６号」を「令和７年綾部市条例第３７号」

に改め、同条第２項を削り、同条第３項に次のただし書を加える。 

ただし、団長及び副団長については、常勤の特別職の職員の例による。 

 第１３条第３項を同条第２項とする。 

別表第３を削る。 

 附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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 綾部市市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和７年６月３０日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第４６号 

綾部市市税条例の一部を改正する条例 

綾部市市税条例（昭和３７年綾部市条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

第６条中「は、」の次に「公示事項（同条第２項に規定する公示事項をいう。以下この

条において同じ。）を地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号。以下「施行規 

則」という。）第１条の８第１項に規定する方法により不特定多数の者が閲覧することが

できる状態に置く措置をとるとともに、公示事項が記載された書面を」を加え、「掲示し

て行なう」を「掲示し、又は公示事項を市の事務所に設置した電子計算機の映像面に表示

したものの閲覧をすることができる状態に置く措置をとることによつてする」に改める。 

 第７条中「地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号。以下「施行規則」とい 

う。）」を「施行規則」に改める。 

 第１９条中「又は扶養控除額」を「、扶養控除額又は特定親族特別控除額」に、「、又

は」を「又は」に改める。 

 第２６条第１項ただし書中「支払い」を「支払」に、「若しくは法第３１４条の２第４

項」を「、法第３１４条の２第４項」に改め、「扶養控除額」の次に「若しくは特定親族

特別控除額（特定親族（同条第１項第１２号に規定する特定親族をいう。第２７条の２第

１項第３号及び第２７条の３第１項において同じ。）（前年の合計所得金額が８５万円以

下であるものに限る。）に係るものを除く。）」を加える。 

 第２７条の２第１項第３号中「扶養親族」の次に「又は特定親族」を加える。 

第２７条の３第１項中「者に限る。）」の次に「若しくは特定親族（退職手当等に係る

所得を有する者であつて、合計所得金額が８５万円以下であるものに限る。）」を加え、

同項第３号中「扶養親族」の次に「又は特定親族」を加える。 

附則第２１条の２の次に次の１条を加える。 

（加熱式たばこに係るたばこ税の課税標準の特例） 

第２１条の２の２ 令和８年４月１日以後に第８０条の２第１項の売渡し又は同条第２項

の売渡し若しくは消費等（次項において「売渡し等」という。）が行われた加熱式たば

こ（第８０条第１号オに掲げる加熱式たばこをいい、第８１条の２の規定により製造た

ばことみなされるものを含む。以下この条において同じ。）に係る第８２条第１項の製

造たばこの本数は、同条第３項の規定にかかわらず、当分の間、次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める方法により換算した紙巻たばこ（第８０条第１号アに掲げる

紙巻たばこをいう。以下この項及び次項において同じ。）の本数によるものとする。 
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（１）葉たばこ（たばこ事業法第２条第２号に規定する葉たばこをいう。）を原料の全部

又は一部としたものを紙その他これに類する材料のもので巻いた加熱式たばこ（当該

葉たばこを原料の全部又は一部としたものを施行規則附則第８条の４の２に規定す

るところにより直接加熱することによつて喫煙の用に供されるものに限る。） 当該

加熱式たばこの重量（フィルターその他の施行規則附則第８条の４の３に規定するも

のに係る部分の重量を除く。以下この項から第３項までにおいて同じ。）の０．３５

グラムをもつて紙巻たばこの１本に換算する方法。ただし、当該加熱式たばこの１本

当たりの重量が０．３５グラム未満である場合にあつては、当該加熱式たばこの１本

をもつて紙巻たばこの１本に換算する方法 

（２）前号に掲げるもの以外の加熱式たばこ 当該加熱式たばこの重量の０．２グラムを

もつて紙巻たばこの１本に換算する方法。ただし、当該加熱式たばこの品目ごとの１

個当たりの重量が４グラム未満である場合にあつては、当該加熱式たばこの品目ごと

の１個をもつて紙巻たばこの２０本に換算する方法 

２ 前項の規定により加熱式たばこのうち同項第１号ただし書の規定の適用を受けるもの

及び同項第２号ただし書の規定の適用を受けるもの以外のものの重量を紙巻たばこの

本数に換算する場合における計算は、売渡し等が行われた加熱式たばこの品目ごとの１

個当たりの重量に当該加熱式たばこの品目ごとの数量を乗じて得た重量を同項各号に

掲げる区分ごとに合計し、その合計重量を紙巻たばこの本数に換算する方法により行う

ものとする。 

３ 前項の計算に関し、同項の加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの重量に０．１グラ

ム未満の端数がある場合には、その端数を切り捨てるものとする。 

４ 第１項第２号に掲げる加熱式たばこ（第８１条の２の規定により製造たばことみなさ

れるものに限る。）のうち、次に掲げるものについては、同号ただし書の規定は、適用

しない。 

（１）第１項第１号に掲げる加熱式たばこと併せて喫煙の用に供されるもの 

（２）第１項第２号に掲げる加熱式たばこ（第８１条の２の規定により製造たばことみな

されるものを除く。）と併せて喫煙の用に供される加熱式たばこ（同条の規定により

製造たばことみなされるものに限る。）であつて当該加熱式たばこのみの品目のもの 

   附 則 

 （施行期日）

第１条 この条例は、令和８年１月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定 

 は、当該各号に定める日から施行する。 

（１）附則第２１条の２の次に１条を加える改正規定及び附則第４条の規定 令和８年４

月１日 

（２）第６条及び第７条の改正規定並びに次条の規定 地方税法等の一部を改正する法律

（令和５年法律第１号）附則第１条第１２号に掲げる規定の施行の日 

（公示送達に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の綾部市市税条例（以下「新条例」という。）第６条の規
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定は、前条第２号に掲げる規定の施行の日以後にする公示送達について適用し、同日前

にした公示送達については、なお従前の例による。 

（市民税に関する経過措置）  

第３条 新条例第１９条及び第２６条第１項ただし書の規定は、令和８年度以後の年度分

の個人の市民税について適用し、令和７年度分までの個人の市民税については、なお従

前の例による。 

２ 令和８年度分の個人の市民税に係る申告書の提出に係る新条例第２６条第１項の規定

の適用については、同項ただし書中「特定親族特別控除額（特定親族（同条第１項第 

１２号に規定する特定親族をいう。第２７条の２第１項第３号及び第２７条の３第１項 

において同じ。）（前年の合計所得金額が８５万円以下であるものに限る。）に係るも 

のを除く。）」とあるのは、「特定親族特別控除額」とする。 

３ 新条例第２７条の２第１項の規定は、令和８年１月１日以後に支払を受けるべき新条

例第２６条第１項ただし書に規定する給与について提出する新条例第２７条の２第１

項及び第３項の規定による申告書について適用し、同日前に支払を受けるべきこの条例

による改正前の綾部市市税条例（以下「旧条例」という。）第２６条第１項ただし書に

規定する給与について提出した旧条例第２７条の２第１項及び第３項の規定による申

告書については、なお従前の例による。 

４ 新条例第２７条の３第１項の規定は、令和８年１月１日以後に支払を受けるべき所得

税法（昭和４０年法律第３３号）第２０３条の６第１項に規定する公的年金等（同法第

２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公的年金等」と

いう。）について提出する新条例第２７条の３第１項の規定による申告書について適用

し、同日前に支払を受けるべき公的年金等について提出した旧条例第２７条の３第１項

の規定による申告書については、なお従前の例による。 

 （市たばこ税に関する経過措置） 

第４条 次項に定めるものを除き、附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日前に課し 

 た、又は課すべきであった加熱式たばこ（新条例附則第２１条の２の２第１項に規定す

る加熱式たばこをいう。次項において同じ。）に係る市たばこ税については、なお従前

の例による。 

２ 令和８年４月１日から同年９月３０日までの間に、綾部市市税条例第８０条の２第１

項の売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等が行われた加熱式たばこに係る同

条例第８２条第１項の製造たばこの本数は、同条第３項及び新条例附則第２１条の２の

２の規定にかかわらず、次に掲げる製造たばこの本数の合計数によるものとする。 

（１）綾部市市税条例第８２条第３項の規定により換算した紙巻たばこ（新条例附則第 

  ２１条の２の２第１項に規定する紙巻たばこをいう。次号において同じ。）の本数に

０．５を乗じて計算した製造たばこの本数 

（２）新条例附則第２１条の２の２の規定により換算した紙巻たばこの本数に０．５を乗

じて計算した製造たばこの本数 

３ 前項各号に掲げる製造たばこの本数に１本未満の端数がある場合には、その端数を切

り捨てるものとする。 
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 綾部市営住宅設置及び管理条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和７年６月３０日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第４７号 

綾部市営住宅設置及び管理条例の一部を改正する条例 

綾部市営住宅設置及び管理条例（平成９年綾部市条例第４５号）の一部を次のように改

正する。 

別表ピース新宮の項の次に次のように加える。 

レジデンス井倉 綾部市井倉町

   附 則 

 この条例は、規則で定める日から施行する。 
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綾部市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例をここに公布

する。 

  令和７年６月３０日 

 綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第４８号 

綾部市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例 

 綾部市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４２年綾部市条例第２２号）

の一部を次のように改正する。 

第１６条第２項中「一部（２時間を超えない範囲内の時間に限る。）」を「全部又は一

部」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 
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 綾部市議会議員及び綾部市長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の公営に関する

条例の一部を改正する条例をここに公布する。

  令和７年６月３０日

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市条例第４９号

綾部市議会議員及び綾部市長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の

公営に関する条例の一部を改正する条例

綾部市議会議員及び綾部市長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の公営に関する

条例（平成５年綾部市条例第２２号）の一部を次のように改正する。

第４条中「５４１円３１銭」を「５８６円８８銭」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（適用区分）

２ この条例による改正後の綾部市議会議員及び綾部市長の選挙における選挙運動用ポス

ターの作成の公営に関する条例の規定は、この条例の施行の日以後その期日を告示され

る選挙について適用し、同日の前日までにその期日を告示された選挙については、なお

従前の例による。
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 綾部市議会議員及び綾部市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公営に関する条例

の一部を改正する条例をここに公布する。

  令和７年６月３０日

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市条例第５０号

綾部市議会議員及び綾部市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公営に

関する条例の一部を改正する条例

綾部市議会議員及び綾部市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公営に関する条例

（令和３年綾部市条例第１号）の一部を次のように改正する。

第４条及び第５条中「７円７３銭」を「８円３８銭」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（適用区分）

２ この条例による改正後の綾部市議会議員及び綾部市長の選挙における選挙運動用ビラ

の作成の公営に関する条例の規定は、この条例の施行の日以後その期日を告示される選

挙について適用し、同日の前日までにその期日を告示された選挙については、なお従前

の例による。
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 綾部市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する

条例をここに公布する。

  令和７年６月３０日

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市条例第５１号

綾部市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に

関する条例の一部を改正する条例

綾部市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３２年綾部

市条例第１４号）の一部を次のように改正する。

 別表中

「

選挙長 １回 

１０，８００円

を

投票所の投票管理者 １回 

１２，８００円

期日前投票所の投票管理者 １回 

１１，３００円

開票管理者 １回 

１０，８００円

投票所の投票立会人 １回 

１０，９００円

期日前投票所の投票立会人 １回 

９，６００円

開票立会人 １回 

８，９００円

選挙立会人 １回 

８，９００円

」

「

選挙長 １回 

１２，２００円

投票所の投票管理者 １回 

１４，５００円

条　例

26



期日前投票所の投票管理者 １回 

１２，８００円

に

開票管理者 １回 

１２，２００円

投票所の投票立会人 １回 

１２，４００円

期日前投票所の投票立会人 １回 

１０，９００円

開票立会人 １回 

１０，１００円

選挙立会人 １回 

１０，１００円

」

改める。

附 則

 （施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

 （適用区分）

２ この条例による改正後の綾部市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関

する条例の規定は、この条例の施行の日以後その期日を公示され、又は告示される選

 挙、最高裁判所裁判官国民審査又は日本国憲法第９５条の規定による投票について適用

し、同日の前日までにその期日を公示され、又は告示された選挙、最高裁判所裁判官国

民審査又は日本国憲法第９５条の規定による投票については、なお従前の例による。

条　例

27



 綾部市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例をここ

に公布する。 

  令和７年６月３０日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市条例第５２号 

綾部市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の 

一部を改正する条例 

綾部市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和３２年綾部市条例第

１３号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第２項を次のように改める。 

２ 前項の規定により支給する旅費の額は、綾部市職員等の旅費に関する条例（令和７年

綾部市条例第３７号）の適用を受ける常勤の特別職の職員の例による。 

第６条中「綾部市長等の給与及び旅費に関する条例」を「綾部市長等の給与に関する条

例（昭和３２年綾部市条例第１２号）」に改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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綾部市非常勤消防団員等に係る損害補償の支給等に関する規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。 

令和７年６月１８日 

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市規則第３７号 

綾部市非常勤消防団員等に係る損害補償の支給等に関する規則の 

   一部を改正する規則 

綾部市非常勤消防団員等に係る損害補償の支給等に関する規則（平成１９年綾部市規則

第３号）の一部を次のように改正する。 

第１条第１号中「拘置されている」の次に「場合若しくは留置施設に留置されて拘禁刑

若しくは拘留の刑の執行を受けている」を加える。 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この規則は、公布の日から施行する。 

 （刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係規則の整理に関する規則の一部改正） 

第２条 刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係規則の整理に関する規則（令和７

年綾部市規則第３４号）の一部を次のように改正する。 

  附則第３項の見出し中「綾部市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関

する条例施行規則」の次に「及び綾部市非常勤消防団員等に係る損害補償の支給等に関

する規則」を加え、同項中「第７条の２第１号」の次に「及び綾部市非常勤消防団員等

に係る損害補償の支給等に関する規則第１条第１号」を加える。 
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 綾部市職員等の旅費に関する条例施行規則をここに公布する。 

  令和７年６月３０日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市規則第３８号 

綾部市職員等の旅費に関する条例施行規則 

綾部市職員等の旅費支給規則（昭和２８年綾部市規則第５号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、綾部市職員等の旅費に関する条例（令和７年綾部市条例第３７号。

以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （用語） 

第２条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。 

（旅行役務提供者等） 

第３条 条例第２条第８号に規定する規則で定める者は、次の各号のいずれかに該当する

者とする。 

（１）旅行業法（昭和２７年法律第２３９号）第６条の４第１項に規定する旅行業者 

（２）鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）第１３条第１項に規定する鉄道運送事業者

及び軌道法（大正１０年法律第７６号）第４条に規定する軌道経営者 

（３）海上運送法（昭和２４年法律第１８７号）第２３条の３第２項に規定する船舶運航

事業者 

（４）航空法（昭和２７年法律第２３１号）第２条第１８項に規定する航空運送事業を経

営する者 

（５）道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第９条第７項第３号に規定する一般旅客

自動車運送事業者 

（６）旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第２条第１項に規定する旅館業を営む者 

（７）貨物自動車運送事業法（平成元年法律第８３号）第７条第１項に規定する一般貨物

自動車運送事業者及び貨物利用運送事業法（平成元年法律第８２号）第５５条第１項

に規定する貨物利用運送事業者 

（８）割賦販売法（昭和３６年法律第１５９号）第３１条に規定する登録包括信用購入あ

っせん業者（市との契約によりカード等（同法第２条第３項第１号に規定するカード

等をいう。次項において同じ。）を前各号に掲げる者が提供する役務その他の旅行に

係る役務の対価の支払のみのために旅行者に提供する場合に限る。） 

２ 条例第２条第８号に規定する規則で定めるものは、役務及びカード等とする。 

（旅行命令等の変更を受けた場合等における旅費） 

第４条 条例第３条第５項に規定する規則で定める場合は、次に掲げる場合とする。 

規　則

30



（１）条例第３条第２項及び第４項（その他市費を支弁して旅行させる必要がある場合に

限る。）の規定により旅費の支給を受けることができる者が、傷病その他やむを得

ない事情により旅行を中止し、又は変更したとき。 

（２）条例第３条第１項及び第２項（第１号に係る部分に限る。）の規定により旅費の支

給を受けることができる職員がその家族の旅行について条例第１７条、条例第１９

条第１項及び条例第２２条第２項に基づく旅費の支給を受けることができる場合で

あって、当該家族が死亡又は傷病その他やむを得ない事情により旅行を中止し、又

は変更したとき。 

２ 条例第３条第５項に規定する規則で定めるものは、条例第２５条第２項の規定により

旅費を支給する場合を除くほか、次に掲げる金額とする。 

（１）鉄道賃、船賃、航空賃及びその他の交通費（家族移転費のうちこれらに相当する部

分を含む。）については、条例第９条第１項各号、条例第１０条第１項各号、条例

第１１条第１項各号及び条例第１２条各号に掲げる各費用について、当該各条及び

条例第７条の規定により計算した額と現に支払った額で所要の払戻手続をとったに

もかかわらず払戻しを受けることができない額又は所要の取消手続をとったにもか

かわらずなお支払う必要がある額を比較し、当該各費用ごとのいずれか少ない額の

合計額 

（２）宿泊費、包括宿泊費、転居費、着後滞在費（宿泊手当に相当する部分を除く。）及

び家族移転費（宿泊手当に相当する部分を除く。）については、当該各種目につい

て条例第１３条、条例第１４条、条例第１７条、条例第１８条及び条例第１９条第

１項並びに条例第７条の規定により計算した額と現に支払った額で所要の払戻手続

をとったにもかかわらず払戻しを受けることができない額又は所要の取消手続をと

ったにもかかわらずなお支払う必要がある額を比較し、当該各種目ごとのいずれか

少ない額の合計額 

（３）前２号に掲げる金額のほか、手数料その他の旅行命令等の変更等に伴い支給する必

要があるものとして旅行命令権者が認めた額 

（旅費額を喪失した場合における旅費） 

第５条 条例第３条第６項に規定する規則で定める事情は、次に掲げる事情とする。 

（１）交通事故その他の条例第３条第６項に規定する者の責めに帰することができない事   

  情 

（２）前条第１項第２号に規定する旅費の支給を受けることができる場合における当該家

族の旅行中の天災又は交通事故その他の当該職員若しくは家族の責めに帰することが

できない事情 

２ 条例第３条第６項に規定する規則で定める金額は、次に掲げる金額とする。 

（１）現に所持していた旅費額（交通手段を利用するための乗車券、乗船券、航空券等

で当該旅行について購入したものを含む。次号において同じ。）の全部を喪失した

場合には、その喪失した時以後の旅行を完了するため条例の規定により支給するこ

とができる額 

（２）現に所持していた旅費額の一部を喪失した場合には、前号に規定する額から喪失を
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免がれた旅費額を差し引いた額 

（旅行命令等の通知） 

第６条 旅行命令権者は、旅行命令等を発し、又はその変更をした場合には、できるだけ

速やかに次条第１項の事項を会計管理者に通知しなければならない。 

（旅行命令簿等の記載又は記録） 

第７条 旅行命令権者は、旅行命令等を発し、又はその変更をするには、旅行命令簿又は

旅行依頼簿（以下この条において「旅行命令簿等」という。）に発令年月日、出発地、

用務、用務先、到着地及び旅行期間の記載又は記録をし、当該事項を当該旅行者に通知

してしなければならない。ただし、旅行命令簿等に当該事項の記載又は記録をするいと

まがない場合には、この限りでない。 

２ 前項ただし書の規定により旅行命令簿等に記載又は記録をしなかった場合には、でき

るだけ速やかに旅行命令簿等に同項の事項の記載又は記録をしなければならない。 

３ 条例第３条第４項の規定による旅行命令権者以外の機関の依頼による旅行の場合にお

いては、前２項の規定にかかわらず、依頼機関は旅行依頼の理由、用務、旅行計画等を

記載した申請書を旅行命令権者に提出しなければならない。 

（旅行命令等の変更の申請） 

第８条 旅行者は、条例第５条第１項又は第２項の規定により旅行命令等の変更を申請す

る場合には、その変更の必要を証明するに足る書類を提出しなければならない。 

（鉄道賃に係る鉄道等） 

第９条 条例第９条第１項に規定する規則で定めるものは、次に掲げるものとする。 

（１）鉄道事業法第２条第１項に規定する鉄道事業の用に供する鉄道に類するもの 

（２）軌道法第１条第１項に規定する軌道に類するもの 

２ 条例第９条第２項に規定する規則で定める額は、運賃の等級が区分された鉄道により

移動する場合には、最下級の運賃の額とする。 

（船賃に係る船舶等） 

第１０条 条例第１０条第１項に規定する規則で定めるものは、海上運送法第２条第２項

に規定する船舶運航事業の用に供する船舶に類するものとする。 

２ 条例第１０条第２項に規定する規則で定める額は、運賃の等級が区分された船舶によ

り移動する場合には、最下級の運賃の額とする。 

（航空賃に係る航空機等） 

第１１条 条例第１１条第１項に規定する規則で定めるものは、航空法第２条第１８項に

規定する航空運送事業の用に供する航空機に類するものとする。 

２ 条例第１１条第２項に規定する規則で定める額は、運賃の等級が区分された航空機に

より移動する場合には、最下級の運賃の額とする。 

（自動車を利用する移動に要する費用） 

第１２条 条例第１２条第４号に規定する規則で定める方法により算定される額は、通算

した全路程（通算した路程に１キロメートル未満の端数が生じたときは、これを切り捨

てた路程）１キロメートルにつき３７円を乗じて得た額とする。 

（宿泊費基準額等） 
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第１３条 条例第１３条に規定する規則で定める額は、別表第１のとおりとする。 

２ 条例第１３条に規定する規則で定める場合は、現に支払った費用の額が宿泊費基準額

を超える場合であって、旅行命令権者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときと

する。 

（１）用務において主催者から宿泊施設の指定があり当該宿泊施設以外に宿泊することが

困難であるとき。 

（２）公務の円滑な運営上支障のない範囲及び条件において検索し、その結果から最も安

価な宿泊施設を選択するとき。 

（３）前２号に掲げる場合のほか、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により

当該宿泊施設を選択しなければ、公務に支障が生ずると市長が認めるとき。 

（宿泊手当の定額等） 

第１４条 条例第１５条に規定する規則で定める１夜当たりの定額は、別表第２のとおり

とする。 

２ 宿泊手当の額は、条例の規定により支給される宿泊費又は包括宿泊費について次の各

号に掲げる場合に該当するときは、前項の規定にかかわらず、当該各号に掲げる額と

する。 

（１）朝食又は夕食に係る費用のいずれかに相当するものが含まれる場合 前項で定める

定額の３分の２の額 

（２）朝食及び夕食に係る費用に相当するものが含まれる場合 前項で定める定額の３分

の１の額 

３ 旅行者が、旅行中自宅（住所又は居所若しくはこれに相当する場所をいう。）に宿泊

する場合には、前２項の規定にかかわらず、宿泊手当は支給しない。 

（市内旅費） 

第１５条 市内における出張については、別表第３の粁程区分により経路の順に１キロメ

ートルにつき２５円の割合で算出した額の合計額（以下「市内旅費」という。）を支給

する（片道２．５キロメートル未満の出張を除く。）。ただし、バスを利用した場合そ

の運賃に満たないときは、当該運賃の額とする。 

２ 別表第３により粁程を計算し難い場合には、前項の規定にかかわらず、旅行者の出張

先における同表の直近区分地点をもって粁程を計算することができる。 

３ 市内における出張については、宿泊費、包括宿泊費及び宿泊手当を支給しない。ただ

し、業務の都合で宿泊を認めた場合は、２日間の出張とみなして条例の規定により支給

される宿泊費、包括宿泊費又は宿泊手当を支給する。 

４ 職員が公用の自動車等により市内に出張する場合は、第１項の規定にかかわらず、市

内旅費を支給しない。 

（転居費の算定方法等） 

第１６条 条例第１７条に規定する規則で定める方法は、次に掲げる方法とする。 

（１）運送業者が家財の運送を行う場合には、複数の運送業者に見積りをさせ、かつ、そ

の中から最も経済的なものを選択するときに限り、当該運送に要する額を転居費の額

とする方法 
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（２）旅行役務提供者が家財の運送を行う場合には、前号の規定にかかわらず、当該運送

に要する額を転居費の額とする方法 

（３）旅行者が宅配便又は自家用自動車若しくは道路運送法第８０条第１項の許可を受け

て業として有償で貸し渡す自家用自動車その他これらに類するものを利用して家財

の運送を行う場合には、当該運送に要する額を転居費の額とする方法。ただし、当

該運送に要する額が運送業者に依頼したものとして第１号の規定により算定した額

を超えるときは、当該額とする。 

２ 前項の算定に当たっては、条例の規定により他の種目として支給を受ける費用その他

の市費による支給が適当でない費用として市長が定めるものを除くものとする。 

３ 職員又は家族が他から赴任に係る旅費の支給又はこれに相当する金額の支払を受ける

場合には、前２項の規定により算定した転居費の額から当該支給又は当該支払を受け

る金額を差し引くこととする。 

（退職者等の旅費の細則） 

第１７条 条例第２２条第１項に規定する規則で定めるものは、次に掲げる旅費とする。 

（１）職員が出張のための旅行中に退職等となった場合には、出張の例に準じ、退職等の

日にいた地から旧在勤地に旅行するものとして計算した旅費 

（２）職員が赴任のための旅行中に退職等となった場合には、赴任の例に準じ、退職等の

日にいた地から新在勤地に旅行するものとして計算した旅費 

（遺族等の旅費の細則） 

第１８条 条例第２３条に規定する規則で定めるものは、次に掲げる旅費とする。 

（１）条例第３条第２項第２号の規定に該当する場合において、同号の規定により旅費を

支給するときは、次に掲げる旅費 

ア 職員が出張のための旅行中に死亡した場合には、出張の例に準じ、職員が遺族

の居住地と死亡地との間を往復するものとして計算した旅費 

イ 職員が赴任のための旅行中に死亡した場合には、アに掲げる旅費のほか、赴任

の例に準じ、職員が死亡地から新居住地に旅行するものとして計算した旅費 

（２）条例第３条第２項第３号の規定により旅費を支給する場合には、出張の例に準じ、

職員が遺族の居住地から帰住地に旅行するものとして計算した旅費（宿泊費及び包

括宿泊費を除く。） 

２ 遺族が前項に規定する旅費の支給を受ける順位は、条例第２条第７号に掲げる順序に

より、同順位者がある場合には、年長者を先にする。 

（通勤手当との調整） 

第１９条 旅行者が綾部市一般職職員の給与に関する条例（昭和２６年綾部市条例第６

号）第１２条に規定する通勤手当の支給を受けている場合であって、旅行の経路に当

該通勤手当の区間が含まれるときは、その重複する区間に係る旅費は支給しないもの

とする。 

（旅行依頼に係る旅費） 

第２０条 条例第３条第４項の規定により支給する旅費は、一般職職員の例による。 

 （委任） 
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第２１条 この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この規則は、公布の日から施行し、同日以後に出発する旅費から適用する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日前に出発した旅行については、なお従前の例による。 
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別表第１（第１３条関係） 

 宿泊費基準額 

区  分 
宿泊費基準額（１夜につき） 

常勤の特別職 一般職 

北海道 １８,０００円 １３,０００円

青森県 １５,０００円 １１,０００円

岩手県 １３,０００円 ９,０００円

宮城県 １４,０００円 １０,０００円

秋田県 １５,０００円 １１,０００円

山形県 １４,０００円 １０,０００円

福島県 １１,０００円 ８,０００円

茨城県 １５,０００円 １１,０００円

栃木県 １４,０００円 １０,０００円

群馬県 １４,０００円 １０,０００円

埼玉県 ２７,０００円 １９,０００円

千葉県 ２４,０００円 １７,０００円

東京都 ２７,０００円 １９,０００円

神奈川県 ２２,０００円 １６,０００円

新潟県 ２２,０００円 １６,０００円

富山県 １５,０００円 １１,０００円

石川県 １３,０００円 ９,０００円

福井県 １４,０００円 １０,０００円

山梨県 １７,０００円 １２,０００円

長野県 １５,０００円 １１,０００円

岐阜県 １８,０００円 １３,０００円

静岡県 １３,０００円 ９,０００円

愛知県 １５,０００円 １１,０００円

三重県 １３,０００円 ９,０００円

滋賀県 １５,０００円 １１,０００円

京都府 ２７,０００円 １９,０００円

大阪府 １８,０００円 １３,０００円

兵庫県 １７,０００円 １２,０００円

奈良県 １５,０００円 １１,０００円

和歌山県 １５,０００円 １１,０００円

鳥取県 １１,０００円 ８,０００円

島根県 １３,０００円 ９,０００円

岡山県 １４,０００円 １０,０００円

広島県 １８,０００円 １３,０００円
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山口県 １１,０００円 ８,０００円

徳島県 １４,０００円 １０,０００円

香川県 ２１,０００円 １５,０００円

愛媛県 １４,０００円 １０,０００円

高知県 １５,０００円 １１,０００円

福岡県 ２５,０００円 １８,０００円

佐賀県 １５,０００円 １１,０００円

長崎県 １５,０００円 １１,０００円

熊本県 ２０,０００円 １４,０００円

大分県 １５,０００円 １１,０００円

宮崎県 １７,０００円 １２,０００円

鹿児島県 １７,０００円 １２,０００円

沖縄県 １５,０００円 １１,０００円

別表第２（第１４条関係） 

 宿泊手当 

区  分 宿泊手当（１夜につき） 

全ての地 ２,４００円

別表第３（第１５条関係） 
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綾部市職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和７年６月３０日 

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市規則第３９号 

綾部市職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則 

綾部市職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成６年綾部市規則第３９号）の一部を

次のように改正する。 

第１４条の３第２項中「、始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続した」を削

る。 

第１８条を第１９条とし、第１７条を第１８条とし、第１６条を第１７条とし、第１５

条の次に次の１条を加える。 

（育児期両立支援制度等の措置期間） 

第１６条 条例第１６条の２第２項の規則で定める期間は、対象職員の子が１歳１１か月

に達する日の翌々日から２歳１１か月に達する日の翌日までの１年間とする。  

附 則 

この規則は、令和７年１０月１日から施行する。 
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 綾部市一般職職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和７年６月３０日 

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市規則第４０号 

綾部市一般職職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則 

綾部市一般職職員の育児休業等に関する規則（平成４年綾部市規則第１号）の一部を次

のように改正する。 

第９条中「非常勤職員であって、１日につき定められた勤務時間が６時間１５分以上で

ある勤務日がある」を削る。 

附 則 

この規則は、令和７年１０月１日から施行する。 
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 綾部市一般職職員の給与に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和７年６月３０日 

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市規則第４１号 

綾部市一般職職員の給与に関する規則の一部を改正する規則 

 綾部市一般職職員の給与に関する規則（昭和３６年綾部市規則第２０号）の一部を次の

ように改正する。 

 第１０条の２第２号エ中「綾部市長等の給与及び旅費に関する条例」を「綾部市長等の

給与に関する条例」に改める。  

 附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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綾部市臨時的任用職員給与支給規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和７年６月３０日 

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市規則第４２号 

綾部市臨時的任用職員給与支給規則の一部を改正する規則 

 綾部市臨時的任用職員給与支給規則（平成２４年綾部市規則第１１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第４条中「昭和２８年綾部市条例第６号」を「令和７年綾部市条例第３７号」に改め 

る。  

 附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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綾部市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則の一部を

改正する規則をここに公布する。 

令和７年６月３０日 

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市規則第４３号 

綾部市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する 

      条例施行規則の一部を改正する規則 

綾部市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則（昭和

５６年綾部市規則第１７号）の一部を次のように改正する。 

第２１条中「昭和２８年綾部市条例第６号」を「令和７年綾部市条例第３７号」に改め 

る。 

 附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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綾部市立病院の使用料等に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布す 

る。 

令和７年７月１日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市規則第４４号 

綾部市立病院の使用料等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

綾部市立病院の使用料等に関する条例施行規則（平成２年綾部市規則第２４号）の一部

を次のように改正する。 

別表中 

「 

診断書 １通 ２，０００円 

保険金受領に係る診断書等（身体障害者診断書・

意見書、年金受給に係る診断書、後遺障害診断書、

死亡診断書・検案書及び入院・通院証明書を含

む。） 

１通 ３，０００円 

                                       」 

「 

診断書 １通 ３，０００円 

保険金受領に係る診断書等（身体障害者診断書・

意見書、年金受給に係る診断書、後遺障害診断書、

死亡診断書・検案書及び入院・通院証明書を含

む。） 

１通 ５，０００円 

                                       」 

「訪問看護死後処置料」を「死後処置料」に、「７，０００円」を「１０，０００円」に

改める。 

   附 則 

 この規則は、令和７年８月１日から施行する。 

を

に、 
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綾部市告示第１３７号 

 地縁による団体「下村自治会」において告示事項の変更があったので、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１０項の規定により告示する。 

  令和７年６月４日 

綾部市長 山 崎 善 也 

１ 変更があった事項及びその内容 

  代表者を 綾部市於与岐町田和５８番地の１ 吉 﨑 喜 一 に変更する 

２ 変更の年月日 

  令和７年４月１２日 

３ 変更の理由 

  任期満了による交代 
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綾部市告示第１３８号

 下水道法（昭和３３年法律第７９号）第９条の規定に基づき、供用を開始する区域等を

次のように告示する。

 なお、図面は、綾部市上下水道部下水道課において一般の供覧に供する。

  令和７年 ６月１８日

                          綾部市長  山 崎 善 也

１ 供用を開始すべき年月日          令和７年 ６月１８日

２ 下水を排除すべき区域           井倉町の一部

３ 供用を開始しようとする排水施設の位置   井倉町の一部

４ 供用を開始しようとする排水施設の合流式又は分流式の別  分流式

５ 下水の処理を開始すべき年月日       令和７年 ６月１８日

６ 下水を処理すべき区域           井倉町の一部

７ 下水の処理を開始しようとする終末処理場の位置及び名称

（１）位置  高津町横枕８番地

（２）名称  綾部浄化センター
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を

に

綾部市告示第１３９号 

綾部市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱（平成２８年綾部市告示第２０号）の

一部を次のように改正する。 

令和７年６月２６日 

綾部市長 山 崎 善 也  

 第８条第４項中「サービス事業対象者」を「事業対象者」に改める。 

別表第１中「介護予防・生活支援サービス事業」を「サービス・活動事業（第１号事

業）」に改める。 

別表第２中「介護予防・生活支援サービス事業」を「サービス・活動事業（第１号事

業）」に、「及びサービス事業」を「及び事業」に、 

「 

一般介護予防事業 第１号被保険者の全ての者及びその支援のための活

動に関わる者 

                                       」 

「 

一般介護予防事業 （１）第１号被保険者の全ての者及びその支援のた

めの活動に関わる者 

（２）第１号被保険者とともに介護予防に取り組む

６５歳未満の者 

                                        」 

改める。 

附 則 

この告示は、令和７年６月２６日から施行する。 
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綾部市告示第１４０号 

 綾部市重度障害者等就労支援特別事業実施要綱を次のように定める。 

  令和７年６月３０日 

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市重度障害者等就労支援特別事業実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第７７条に規定する地域生活支援事業

として、重度障害者等就労支援特別事業（重度障害者等の就労機会の確保のために雇用

施策と連携して通勤、職場等における支援を提供する事業をいう。以下「事業」とい 

 う。）を実施することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（１）重度障害者等 法第５条第３項に規定する重度訪問介護（以下「重度訪問介護」と

いう。）、同条第４項に規定する同行援護（以下「同行援護」という。）又は同条第

５項に規定する行動援護（以下「行動援護」という。）のいずれかの支給決定を受け

ている者をいう。 

（２）障害者雇用助成金 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３

号）第４９条第１項第４号及び第５号に規定する助成金をいう。 

（３）民間企業 障害者雇用助成金の対象となる事業主をいう。 

（４）自営業者等 第４条第１号に規定する者及び公務部門で雇用される者その他これら

に準ずる者以外の者をいう。 

（５）支援計画書 重度障害者等の通勤、職場等において必要な支援について、民間企業

が指定特定相談支援事業所等（指定特定相談支援事業所（障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画相談支援の事業の人員及び運

営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第２８号）第３条第１項の指定特定相談支

援事業所をいう。）及び障害者就業・生活支援センター（障害者の雇用の促進等に関

する法律第２７条第２項の障害者就業・生活支援センターをいう。）をいう。）と連

携して取りまとめた支援計画書をいう。 

（実施主体） 

第３条 事業の実施主体は、綾部市とする。 

（対象者） 

第４条 事業の対象となる者（以下「対象者」という。）は、市内に住所を有する重度障
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害者等であって、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

（１）民間企業に雇用される者であって、１週間の所定労働時間が１０時間以上（当該年

度末までに当該民間企業が１週間の所定労働時間を１０時間以上に引き上げること

を目指すことが支援計画書において確認できる場合を含む。）のもの（障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成１８年厚生労働省令

第１９号）第６条の１０第１号に規定する就労継続支援Ａ型の利用者を除く。） 

（２）自営業者等であって、当該自営業等に従事する時間が１週間のうち１０時間以上の

もののうち、当該自営業等に従事することにより所得の向上が見込まれると市長が認

めたもの 

（支援対象の範囲） 

第５条 支援対象の範囲は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるものとす 

 る。 

（１）前条第１号に規定する対象者 通勤支援・職場等における支援（障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び

基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１８年厚生労

働省告示第５２３号。以下「算定基準告示」という。）において、通勤、営業活動等

の経済活動に係る外出として支給対象外となる部分をいう。）であって、障害者雇用

助成金を活用しても当該重度障害者等の雇用継続に支障が残るものとして支援計画

書において認められた部分又は時間とする。 

（２）前条第２号に規定する対象者 重度障害者等が自営業者等として働く場合において

必要となる支援の部分又は時間とする。 

（対象となる支援の内容） 

第６条 事業の対象となる支援の内容は、重度訪問介護、同行援護又は行動援護の事業を

行う障害福祉サービス事業者（以下「重度訪問介護等サービス事業者」という。）が対

象者に重度訪問介護、同行援護又は行動援護と同等のサービス（以下「サービス」とい

う。）を提供するものとする。 

（利用の申請） 

第７条 事業を利用しようとする者（自営業等を始めようとする者及び雇用されることが

内定している者を含む。以下「申請者」という。）は、綾部市重度障害者等就労支援特

別事業利用申請書（様式第１号）に必要な書類を添えて、市長に提出しなければならな 

 い。 

（利用の決定等） 

第８条 市長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査の上、

利用の可否を決定し、綾部市重度障害者等就労支援特別事業利用決定（却下）通知書 

 （様式第２号）により、申請者に通知するものとする。 

２ 前項の規定により事業の利用の決定を受けた者（以下「利用者」という。）は、重度

訪問介護等サービス事業者と契約を締結し、サービスの提供を受けるものとする。 

（実施期間） 

第９条 事業の実施期間は、前条第１項の規定による事業の利用の決定がされた日から当
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該日の属する年度の末日までとする。 

（利用の変更等） 

第１０条 利用者は、次の各号のいずれかに該当するときは、綾部市重度障害者等就労支

援特別事業利用変更・中止届（様式第３号）を市長に届け出なければならない。 

（１）申請内容に変更が生じたとき。 

（２）事業の利用を中止しようとするとき。 

（３）対象者に該当しなくなったとき。 

（費用の負担） 

第１１条 利用者は、別表に定める単位数に、こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定め

る一単位の単価並びに厚生労働大臣が定める一単位の単価（平成１８年厚生労働省告示

第５３９号）に規定する単価を乗じて得た額（その額に１円未満の端数が生じたとき 

 は、これを切り捨てた額。以下「基準額」という。）の１００分の１０に相当する 

 額（その額に１０円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額。以下「自己負担

額」という。）を重度訪問介護等サービス事業者に直接支払わなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、利用者が同一の月に受けた事業に係る自己負担額の合計額

が、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成１８年

政令第１０号）第１７条に定める負担上限月額を超えるときは、当該月における自己負

担額は、当該負担上限月額とする。 

 （重度訪問介護等サービス事業者からの請求） 

第１２条 重度訪問介護等サービス事業者は、利用者にサービスを提供したときは、基準

額から前条の規定により算定した額を控除した額（以下「サービス提供費」という。）

を、利用者に事業を提供した日の属する月の翌月の２０日までに関係書類を添えて、市

長に請求しなければならない。 

 （重度訪問介護等サービス事業者への支払） 

第１３条 市長は、前条の規定による請求があったときは、その内容を審査の上、適当と

認めたときは、重度訪問介護等サービス事業者にサービス提供費を支払うものとする。 

（利用の取消し等） 

第１４条 市長は、事業の実施を継続する理由がなくなったと認める場合その他事業の実

施が適当でないと認める場合は、第８条第１項の規定による決定を取り消すことができ

る。 

２ 市長は、前項の規定による取消しを行うときは、綾部市重度障害者等就労支援特別事

業利用取消通知書（様式第４号）により、利用者に通知するものとする。 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 この告示は、令和７年６月３０日から施行する。  
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別表（第１１条関係） 

利用者が支給決定を受け

ている障害福祉サービス
単    位    数 

重 度 訪 問 介 護
算定基準告示別表第２の１のイに規定する重度訪問介護サ

ービス費の単位 

同 行 援 護
算定基準告示別表第３の１に規定する同行援護サービス費

の単位 

行 動 援 護
算定基準告示別表第４の１に規定する行動援護サービス費

の単位 

 備考 利用者が複数の障害福祉サービスの支給決定を受けている場合は、単位数の大き 

  い障害福祉サービスを優先する。 
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様式第１号（第７条関係） 

年  月  日  

 綾部市長          様 

                   申請者 郵便番号 

                       住  所 

                       氏  名 

                       電話番号 

綾部市重度障害者等就労支援特別事業利用申請書 

綾部市重度障害者等就労支援特別事業を利用したいので、綾部市重度障害者等就労支援

特別事業実施要綱第７条の規定により、下記のとおり申請します。 

記 

対

象

者

ふりがな  生 年 月日     年  月  日 

氏  名
Ｔ Ｅ Ｌ

Ｆ Ａ Ｘ

メールアドレス

住  所
（〒  －   ） 

支 給 決 定 を 受 け て い る

障害福祉サービスの名称
□重度訪問介護  □同行援護  □行動援護 

希望するサー

ビ ス の 内 容

種 類 □重度訪問介護  □同行援護  □行動援護 

支 給 量  期間 年 月 日～ 年 月 日 

就 労 状 況

区 分 □被雇用者  □自営業者等 

勤 務 先

就労 場 所
（〒  －   ） 

労 働 条 件 週      時間 

添付書類 

 １ 重度訪問介護、同行援護又は行動援護のいずれかの支給決定を受けていることを示

す受給者証（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第２２条

第８項に規定する受給者証をいう。）の写し 

 ２ 支援計画書 

 ３ 雇用されていることを証する書類の写し（被雇用者に限る。） 

 ４ 自営業者等であることを証する書類の写し（自営業者等に限る。） 
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様式第２号（第８条関係） 

第     号 

年  月  日 

          様 

綾部市長          □印

綾部市重度障害者等就労支援特別事業利用決定（却下）通知書 

     年  月  日付けで申請のありました綾部市重度障害者等就労支援特別事業の

利用について、下記のとおり決定しましたので、綾部市重度障害者等就労支援特別事業実

施要綱第８条の規定により通知します。 

記 

利 用 の 可 否 □決定           □却下 

利 用 者 氏 名

サ ー ビ ス の 内 容

決 定 支 給 量

実 施 期 間 年  月  日   ～   年  月  日 

却 下 の 理 由

 この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３

か月以内に、綾部市長に対して審査請求をすることができます。（なお、決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日の翌日から起算し

て１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。） 

また、この決定の取消しを求める訴えは、この決定（この決定について上記の審査請求

をしたときは、当該審査請求に対する裁決）があったことを知った日の翌日から起算して

６か月以内に、綾部市を被告として（訴訟において市を代表する者は市長となります。）提

起することができます。（なお、決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以

内であっても、決定があった日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴え

を提起することができなくなります。） 
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様式第３号（第１０条関係） 

年  月  日  

 綾部市長          様 

                   申請者 郵便番号 

                       住  所 

                       氏  名 

                       電話番号 

綾部市重度障害者等就労支援特別事業利用変更・中止届 

     年  月  日付け  第    号で決定を受けた綾部市重度障害者等就労

支援特別事業の利用について、下記のとおり（変更・中止）したいので、綾部市重度障害

者等就労支援特別事業実施要綱第１０条の規定により届け出ます。 

記 

利 用 者 氏 名

区 分        □変更          □中止 

変更・中止内容

変 更 ・ 中 止

予 定 年 月 日
          年    月    日 

変更・中止理由
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様式第４号（第１４条関係） 

                                第     号 

年  月  日  

          様 

綾部市長          □印

綾部市重度障害者等就労支援特別事業利用取消通知書 

      年  月  日付け  第    号で決定しました綾部市重度障害者等就

労支援特別事業の利用について、下記のとおり取り消しましたので、綾部市重度障害者等

就労支援特別事業実施要綱第１４条の規定により通知します。 

記 

利 用 者 氏 名

理 由

 この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３

か月以内に、綾部市長に対して審査請求をすることができます。（なお、決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日の翌日から起算し

て１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。） 

また、この決定の取消しを求める訴えは、この決定（この決定について上記の審査請求

をしたときは、当該審査請求に対する裁決）があったことを知った日の翌日から起算して

６か月以内に、綾部市を被告として（訴訟において市を代表する者は市長となります。）提

起することができます。（なお、決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以

内であっても、決定があった日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴え

を提起することができなくなります。） 
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綾部市告示第１４１号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１９条第２項の規定に基づき、令和７年６

月綾部市議会定例会において議決を経た予算の要領を次のとおり公表する。 

  令和７年６月３０日 

綾部市長 山 崎 善 也  

１ 令和６年度綾部市一般会計補正予算（第８号） 

２ 令和７年度綾部市一般会計補正予算（第１号） 

３ 令和７年度綾部市一般会計補正予算（第２号） 

  （以下掲示済） 
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綾部市告示第１４５号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２第１項の規定により、公金の収

納に関する事務を委託したので、同条第２項の規定により告示する。 

  令和７年７月１日 

綾部市長 山 崎 善 也  

 １ 指定公金事務取扱者の名称及び所在地 

名   称 所 在 地 

地方公共団体情報システム機構 東京都千代田区一番町２５番地 

 ２ 委託した公金事務に係る歳入等 

   コンビニエンスストア等における証明書（住民票の写し、住民票記載事項証明書、

印鑑登録証明書、課税証明書、戸籍謄抄本及び戸籍附票）の自動交付に係る証明書

交付手数料の収納事務 

 ３ 指定公金事務取扱者の指定をした日 

   令和７年７月１日 

 ４ 歳入等の公金事務を委託した日 

   令和７年７月１日 
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綾部市告示第１４６号 

綾部市障害者自立支援医療特別対策費支給事業実施要綱（平成１９年綾部市告示第１３８ 

号）の一部を次のように改正する。 

令和７年７月１日 

綾部市長 山 崎 善 也 

別表中「８００，０００円」を「８０９，０００円」に改める。 

附 則 

この告示は、令和７年７月１日から施行する。 
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綾部市告示第１４７号 

綾部市障害者福祉サービス等利用支援事業実施要綱（平成１８年綾部市告示第７３号）

の一部を次のように改正する。 

  令和７年７月１日 

綾部市長 山 崎 善 也 

別表中「８０万円」を「８０万９千円」に改める。 

   附 則 

この告示は、令和７年７月１日から施行する。 
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綾部市告示第１４８号 

綾部市子育て世帯住宅リフォーム支援事業補助金交付要綱（令和５年綾部市告示第２８

号）の一部を次のように改正する。 

令和７年７月１日 

綾部市長 山 崎 善 也 

第３条第１項第３号中「年収」を「所得」に改める。 

附 則 

この告示は、令和７年７月１日から施行する。 
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綾部市訓令甲第７号 

庁 中 一 般 

上林地域振興支援センターにおける証明書等の交付に関する事務取扱規程の一部を改正

する訓令を次のように定める。 

令和７年６月２０日 

綾部市長 山 崎 善 也 

上林地域振興支援センターにおける証明書等の交付に関する事務取扱規程の

一部を改正する訓令 

上林地域振興支援センターにおける証明書等の交付に関する事務取扱規程（平成１７年

綾部市訓令甲第２２号）の一部を次のように改正する。 

題名中「上林地域振興支援センター」の次に「及び西部地域振興支援センター」を加え

る。 

第１条中「上林地域振興支援センター」の次に「及び西部地域振興支援センター」を加

える。 

附 則 

この訓令は、令和７年７月１日から施行する。 
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綾部市訓令甲第８号 

庁 中 一 般 

綾部市職員服務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

令和７年６月２０日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市職員服務規程の一部を改正する訓令 

 綾部市職員服務規程（昭和５８年綾部市訓令甲第１号）の一部を次のように改正する。 

第１５条中「（様式第４号）」を削る。 

様式第１号を次のように改める。 
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様式第１号 

（表） 

                                 ５．４ｃｍ 

                              □印

                  ８．５ｃｍ 

（裏）  

職 員 証     職員番号 

氏名 

              年  月  日生 

      年  月  日発行 

（   年  月  日まで有効） 

         綾 部 市 

写真 

１ 本証は、執務中常にこれを携帯しなければ

ならない。 

２ 記載事項に変更が生じたときは、訂正を受

けなければならない。 

３ 本証を他人に貸与し、譲渡し、又は改ざん

してはならない。 

４ 本証を紛失したときは、直ちにその旨を届

け出なければならない。

訓令甲

63



様式第４号を次のように改める。 

様式第４号 削除 

附 則 

この訓令は、令和７年７月１日から施行する。 
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綾部市訓令甲第９号 

庁 中 一 般 

私有車の公務使用に関する規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

令和７年６月３０日 

綾部市長 山 崎 善 也 

私有車の公務使用に関する規程の一部を改正する訓令 

私有車の公務使用に関する規程（平成１０年綾部市訓令甲第１号）の一部を次のように

改正する。 

第１０条中「綾部市職員等の旅費に関する条例（昭和２８年綾部市条例第６号）第２１

条第１項」を「綾部市職員等の旅費に関する条例施行規則（令和７年綾部市規則第３８ 

号）第１５条第１項」に改める。 

附 則 

この訓令は、令和７年６月３０日から施行する。 
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綾部市公告第５７号 

農地中間管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第１８

条第１項の規定に基づき、農用地利用集積等促進計画について認可したので、

同条第７項の規定により公告する。 

令和７年６月５日 

綾部市長 山 崎 善 也 
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綾部市公告第５８号

 次の書類は、送達を受けるべき者への送達が困難であるため、綾部市市民環境部市民・国保課に

おいて保管し、送達を受けるべき者の申出があれば交付する。

 ここに、地方税法第２０条の２の規定により公告する。

  令和７年６月６日

                           綾部市長 山 崎 善 也

  （以下掲示済）
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綾部市公告第５９号 

上野試験場線整備事業及び野田須知山線整備事業の市道上野試験場線外１線改良工事

と学校施設維持管理費（小学校）の綾部小学校駐車場整備工事に係る入札参加資格につい

て、次のとおりお知らせしますので、入札参加希望者は申請してください。なお、この工

事の入札は電子入札による公募型指名競争入札とします。 

令和７年６月９日 

綾部市長 山 崎 善 也  

１ 工事概要 

 （１）工事番号  第５０７ ２３号 

（２）工 事 名  市道上野試験場線外１線改良工事 

         綾部小学校駐車場整備工事 

 （３）工事場所  綾部市上野町（別添位置図参照） 

 （４）工事内容   本工事は、市道の改良を行い、歩行者の安全確保及び利便性の向

上を図るとともに、綾部小学校の駐車場整備を行い、来校者の利便

性の向上を図るものです。工事区間は生活道路及び通学路となって

いるため、歩行者・児童・車両等の通行確保、安全対策、環境対策

には万全の配慮が必要です。 

 （５）工事概要  （上野試験場線外１線） 

          Ｌ＝２４９．３ｍ Ｗ＝３.５～２６.１５ｍ 

           側溝工 Ｌ＝１１３ｍ 

           路床安定処理工 Ａ＝３７４㎡ 

           アスファルト舗装工 Ａ＝２，０７８㎡ 

           透水性アスファルト舗装工 Ａ＝３１９㎡ 

           透水性アスファルト舗装工（ベンガラ色） Ａ＝１３９㎡ 

                   （綾部小学校駐車場整備） 

          Ｌ＝５５．５ｍ Ｗ＝６.２～１０.８ｍ 

           側溝工 Ｌ＝６２ｍ 

           アスファルト舗装工 Ａ＝６０３㎡ 

           横断防止柵撤去 Ｌ＝５２ｍ 

           横断防止柵設置 Ｌ＝６２ｍ 

 （６）予定工期  令和７年 ７月 ８日から 

令和８年 ２月 ２日まで（２１０日間） 

２ 入札参加資格 

この工事の入札参加資格は、次の要件を全て満たす業者で入札参加申請に基づき、
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本市が資格認定した者とします。 

（１）契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ないものでないこと。

（２）令和７年度綾部市建設工事指名競争入札参加資格者名簿に土木工事のＡ１等級

又はＡ等級で登録されており、令和７年４月１日以降継続して綾部市内に本店を

有する単体業者であること。また、申請日時点において綾部市の指名停止又は市

が締結する契約等からの除外措置を受けていないこと。

（３）建設業法第１５条の規定による特定建設業の許可を土木工事について受けてい

るものであること。

（４）令和７年度の指名競争入札参加資格審査結果通知書で、土木工事の総合評点が

８００点以上であること。

（５）土木工事に係る綾部市発注工事で、令和６年１月１日から令和６年１２月３１

日の間において、完了工事の成績評点が６５点に満たない評定を受けていないこ

と。

（６）請負金額１，０００万円以上（合併発注や特命随契との合計額でも可）の土木

工事の施工実績を有していること。ただし、この施工実績は公共工事で申請者の

元請実績とし、民間工事や下請実績は認めません。また、この施工実績はコリン

ズ又は請負契約書などで確認できること。

（７）土木工事に係る技術者を、主任技術者又は監理技術者等として工事現場に配置

し得ること。

（８）配置予定とする現場代理人の技術資格・工事経験については問わないが、現場

代理人、主任技術者又は監理技術者等は、申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係

にある者であること。なお、ここでいう「恒常的な雇用関係」とは、この公募型

指名競争入札参加申請書の申請日以前に３箇月以上の雇用関係があることをいう。

３ 提出書類 

 （１）公募型指名競争入札参加申請書 

   ・電子入札システムから公募型指名競争入札参加申請書を提出すること。ただし、

紙入札希望業者は、「紙入札方式参加承諾願」（別記様式―１）とともに「公募

型指名競争入札参加申請書」（別記様式―２）２部を監理課へ持参により提出す

ること。 

 （２）技術資料及び資格者証等の写し 

   ・電子入札システムで、公募型指名競争入札参加申請書の添付資料に技術資料及

び資格者証の写しを添付して提出すること。添付するファイルの形式及び容量

については「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第７条によること。 

紙入札希望業者は、（１）の承諾願及び申請書とともに「技術資料」（別記様式―

３）及び資格者証の写しを監理課へ持参により提出すること。 

   ・「同種工事又は類似工事の施工実績」には、２（６）に該当する工事を記載し、

資料としてコリンズ又は請負契約書の写し及び工事内容の確認できる資料を添

付すること。（コリンズを添付する場合は請負契約書等の写しは不要とします。） 
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   ・「当該工事に配置予定の現場代理人、主任技術者又は監理技術者等の資格」には、

それぞれ配置予定者について５名以内で記載することとし、主任技術者又は監

理技術者等の法令による免許欄には、２（７）に該当する技術資格を記載し、

資料として技術者証の写しを添付すること。 

   ・２（８）を確認する資料として、所属建設業者と直接的な雇用の確認ができる

書類を添付すること。 

４ 設計図書の閲覧及び入札参加申請書の受付 

 （１）設計図書の閲覧 

   ①期間  令和７年６月９日（月）午前９時から 

   ②方法  京都府入札情報公開システムからのダウンロードを基本とします。 

（https://kyoto.efftis.jp/26000/CALS/PPI_P/） 

ただし、これによりがたい場合は有償での配布としますので、希望者は

事前に監理課まで連絡をお願いします。配布場所は綾部市建設部監理課

契約・指導検査担当（本庁東３階）とし、代金は２，８６０円です。 

（２）入札参加申請書の受付 

  ①期間  令和７年６月１２日（木）午前９時から午後６時まで 

       令和７年６月１３日（金）午前９時から正午まで 

       ただし、紙入札希望業者の提出で６月１２日については午前９時から

正午までと午後１時から午後５時までとします。 

  ②方法  電子入札システムからの提出とします。ただし、紙入札希望業者は、

監理課への持参による提出とします。 

５ 入札参加者への通知 

 （１）入札通知書及び非指名通知書については、令和７年６月中旬に電子入札システ

ムで通知します。ただし、紙入札希望業者には郵送で通知します。 

 （２）非指名通知書を受けた者は、通知した日から起算して５日以内に、書面により

非指名理由についての説明を求めることができます。 

６ 設計図書等に関する質疑の受付及び回答 

   ①期間  令和７年６月１９日（木）から 

        令和７年６月２０日（金）正午まで 

   ②方法  綾部市指定の「質疑書」により提出するものとします。「質疑書」の提

出は、監理課への持参、ファックス、メールのいずれかによることとし

ますが、持参の場合は開庁日の午前９時から正午までと午後１時から午

後５時（最終日は正午）までとします。 

   ③対象  指名業者の「質疑書」のみ受け付けます。 

   ④回答  令和７年６月２３日（月）午後５時までに京都府入札情報公開システム

に掲載します。ただし、紙入札希望業者には同日午後５時までにファッ
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クスにて回答します。なお、質疑の無い場合は回答の掲載等は行いませ

ん。 

７ 入札期間及び開札の日時 

 （１）入札期間 

   ①期間  令和７年６月２７日（金）午前９時から午後６時まで 

        令和７年６月３０日（月）午前９時から午後２時まで 

       ただし、紙入札者の提出は６月２７日の午前９時から正午までと午後

１時から午後５時までと、６月３０日の午前９時から正午までと午後１

時から午後２時までとします。 

  ②方法  電子入札システムからの提出とします。 

        （https://kyoto.efftis.jp/26000/CALS/Accepter/） 

        工事内訳書を必ず添付してください。添付するファイルの形式及び容量

については、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１１条によるこ

と。 

ただし、紙入札者は、監理課への持参による提出とします。作成方法に

ついては、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１９条第４項によ

ること。 

 （２）開札の日時 

        令和７年７月１日（火）午前９時３０分 

８ 入札保証金 

   入札保証金については、綾部市会計規則（昭和５７年綾部市規則第２号）第７７

条第１項第２号及び第３号により免除します。 

９ 落札者の決定方法 

   綾部市会計規則第７８条の規定により作成された予定価格の制限の範囲内で最低

の価格をもって入札した者を落札者とします。 

   ただし、この工事は最低制限価格を設けているため、最低制限価格未満で入札し

た者は失格とします。 

10 入札の無効 

   入札の無効については、「綾部市工事等競争入札心得」第１２条によることとしま

す。 

11 郵送による入札の可否 

   郵送による入札は認めません。 
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12 最低制限価格の算出式について 

この工事については、綾部市の「建設工事にかかる最低制限価格について 令和

７年４月１日改正」の「一般土木工事等（Ｎｏ．１）」の算出式を適用とします。 

13 その他 

 （１）工事概要、工事内容に関する問い合わせは、入札通知までは受け付けません。 

 （２）入札参加者は、本公告文、設計図書、仕様書及び契約書を熟読し、綾部市公共

工事等電子入札運用基準、綾部市工事等競争入札心得を遵守してください。 

 （３）入札通知後、入札日までに本入札を辞退するときは、電子入札システムへの入

札辞退届の登録又は綾部市指定の「入札辞退届」を提出してください。 

 （４）入札参加資格者であっても、入札日までに入札参加資格を満たさなくなったり、

関係法令に違反するなど、明らかに契約の相手方として不適当であると認められ

た場合は、入札参加資格を取り消し文書で通知します。 

 （５）配置予定の現場代理人、主任技術者又は監理技術者等が、他の工事の受注等に

より配置できないと認められる場合は、本件の入札を無効とします。 

 （６）本案件は募集型競争入札のため、入札締切予定日時を過ぎて入札書が未到達で

あり、かつ、入札辞退の手続を行っていない場合においては、「不着」として取扱

うこととし、次回以降直近の同種案件において入札参加を認めません。 

（７）本案件は、市道上野試験場線外１線改良工事と綾部小学校駐車場整備工事を合

併して発注するものですが、契約については、２件に分けて契約するものとしま

す。

14 問い合わせ先 

   綾部市建設部監理課契約・指導検査担当 

   郵便番号 ６２３－８５０１ 

   所 在 地 京都府綾部市若竹町８－１ 

        綾部市役所本庁東３階 

  電話番号 ０７７３－４２－４２７６（直通） 

ＦＡＸ番号 ０７７３－４２－４４０６（代表） 

  Ｅ-mail kanri@city.ayabe.lg.jp 
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様式－１

紙入札方式参加承諾願

１ 工事番号                         

２ 工 事 名                         

３ 場  所                         

４ 電子入札システムでの参加ができない理由

 上記の案件は、電子入札対象案件ではありますが、今回は当社においては上

記理由により電子入札システムを利用しての参加ができないため、紙入札方式

での参加を承諾いただきますようお願いいたします。

令和   年   月   日              

住  所                   

氏  名                    

 綾 部 市 長  様
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様式－２ 

公募型指名競争入札参加申請書 

令和  年  月  日 

 綾部市長 山 崎 善 也  様 

住 所                

商号又は名称                

代 表 者 氏 名              

電 話 番 号                

Ｆ Ａ Ｘ 番 号                

 下記工事の建設工事請負契約に係る公募型指名競争入札に参加を希望したく、

添付書類を添えて提出します。 

 なお、本申請書及び添付書類のすべての記載事項は事実と相違ないことを誓

約します。 

記

   工事番号   

   工 事 名  

   工事場所   

   添付書類  技術資料（添付資料及び資格者証等を含む） 
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様式－３ 

技 術 資 料 

住 所                

名 称                
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１ 同種工事又は類似工事の施工実績 

工

事

名

称

等

工事名称  

発注機関名 

施工場所  

契約金額  

工 期 年 月～   年 月 年 月～   年 月

受注形態等 単体／ＪＶ（出資比率  ％） 単体／ＪＶ（出資比率  ％）

工 事 概 要 等 

技術的特記事項 
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２ 当該工事に配置予定の現場代理人、主任技術者又は監理技術者等の資格 

区   分 現 場 代 理 人 主任技術者又は監理技術者等

従 事 予 定 者 名   

所 属 会 社 名   

生年月日（年齢）   

最 終 学 歴    

法令による免許  

（取得年月日）  

（ 登 録 番 号 ） 

現
在
の
受
持
工
事

工 事 名 

施工場所  

工 期    年 月～   年 月    年 月～   年 月 

従事役職  

重複する  

場 合 の 

対応措置  

区   分 現 場 代 理 人 主任技術者又は監理技術者等

従 事 予 定 者 名   

所 属 会 社 名   

生年月日（年齢）   

最 終 学 歴    

法令による免許  

（取得年月日）  

（ 登 録 番 号 ） 

現
在
の
受
持
工
事

工 事 名 

施工場所  

工 期    年 月～   年 月    年 月～   年 月 

従事役職  

重複する  

場 合 の 

対応措置  

公　告

77



公　告

78



公　告

79



綾部市公告第６０号 

水量水質安定的対策事業、第二浄水場送配水管更新工事に係る入札参加資格について、

次のとおりお知らせしますので、入札参加希望者は申請してください。なお、この工事の

入札は電子入札による公募型指名競争入札とします。 

令和７年６月９日 

綾部市長 山 崎 善 也  

１ 工事概要 

 （１）工事番号  第５０７ ２５号 

（２）工 事 名  第二浄水場送配水管更新工事 

 （３）工事場所  綾部市里町外（別添位置図参照） 

 （４）工事内容   本工事は、水量水質安定的対策事業に伴い送配水管を開削工法に

より整備するものです。工事区間は生活道路となっているため、歩

行者・車両等の通行確保、安全対策、環境対策にも万全の配慮が必

要です。 

 （５）工事概要  送水管布設工 ＤＣＩＰ（ＧＸ）φ３５０ Ｌ＝２１ｍ 

          配水管布設工 ＤＣＩＰ（ＧＸ）φ３５０ Ｌ＝９９ｍ 

配水管布設工 ＤＣＩＰ（ＧＸ）φ２５０  Ｌ＝９ｍ 

          給水戸数 Ｎ＝３戸 

消火栓設置工 Ｎ＝１基 

 （６）予定工期  令和７年 ７月 ８日から 

令和８年 １月１３日まで（１９０日間） 

２ 入札参加資格 

この工事の入札参加資格は、次の要件を全て満たす業者で入札参加申請に基づき、

本市が資格認定した者とします。 

（１）契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ないものでないこと。 

（２）令和７年度綾部市建設工事指名競争入札参加資格者名簿に水道施設工事のＡ等

級で登録されており、令和７年４月１日以降継続して綾部市内に本店を有する単

体業者であること。また、申請日時点において綾部市の指名停止又は市が締結す

る契約等からの除外措置を受けていないこと。 

（３）令和７年度の指名競争入札参加資格審査結果通知書で、水道施設工事の総合評

点が７５０点以上であること。 

（４）綾部市水道配管講習会終了者を、常時２名以上雇用しているものであること。 

（５）水道施設工事に係る綾部市発注工事で、令和６年１月１日から令和６年１２月

３１日の間において、完了工事の成績評点が６５点に満たない評定を受けていな
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いこと。

（６）請負金額１，０００万円以上（合併発注や特命随契との合計額でも可）の水道

施設工事の施工実績を有していること。ただし、この施工実績は公共工事で申請

者の元請実績とし、民間工事や下請実績は認めません。また、この施工実績はコ

リンズ又は請負契約書などで確認できること。 

（７）水道施設工事に係る技術者を、主任技術者又は監理技術者等として工事現場に

配置し得ること。 

（８）配置予定とする現場代理人の技術資格・工事経験については問わないが、現場

代理人、主任技術者又は監理技術者等は、申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係

にある者であること。なお、ここでいう「恒常的な雇用関係」とは、この公募型

指名競争入札参加申請書の申請日以前に３箇月以上の雇用関係があることをいう。 

３ 提出書類 

 （１）公募型指名競争入札参加申請書 

   ・電子入札システムから公募型指名競争入札参加申請書を提出すること。ただし、

紙入札希望業者は、「紙入札方式参加承諾願」（別記様式―１）とともに「公募

型指名競争入札参加申請書」（別記様式―２）２部を監理課へ持参により提出す

ること。 

 （２）技術資料及び資格者証等の写し 

   ・電子入札システムで、公募型指名競争入札参加申請書の添付資料に技術資料及

び資格者証の写しを添付して提出すること。添付するファイルの形式及び容量

については「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第７条によること。 

紙入札希望業者は、（１）の承諾願及び申請書とともに「技術資料」（別記様式―

３）及び資格者証の写しを監理課へ持参により提出すること。 

   ・「同種工事又は類似工事の施工実績」には、２（６）に該当する工事を記載し、

資料としてコリンズ又は請負契約書の写し及び工事内容の確認できる資料を添

付すること。（コリンズを添付する場合は請負契約書等の写しは不要としま

す。） 

   ・「当該工事に配置予定の現場代理人、主任技術者又は監理技術者等の資格」には、

それぞれ配置予定者について５名以内で記載することとし、主任技術者又は監

理技術者等の法令による免許欄には、２（７）に該当する技術資格を記載し、

資料として技術者証の写しを添付すること。 

   ・２（８）を確認する資料として、所属建設業者と直接的な雇用の確認ができる

書類を添付すること。 

４ 設計図書の閲覧及び入札参加申請書の受付 

 （１）設計図書の閲覧 

   ①期間  令和７年６月９日（月）午前９時から 

   ②方法  京都府入札情報公開システムからのダウンロードを基本とします。 
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（https://kyoto.efftis.jp/26000/CALS/PPI_P/） 

ただし、これによりがたい場合は有償での配布としますので、希望者は

事前に監理課まで連絡をお願いします。配布場所は綾部市建設部監理課

契約・指導検査担当（本庁東３階）とし、代金は１，３４０円です。 

（２）入札参加申請書の受付 

  ①期間  令和７年６月１２日（木）午前９時から午後６時まで 

       令和７年６月１３日（金）午前９時から正午まで 

       ただし、紙入札希望業者の提出で６月１２日については午前９時から

正午までと午後１時から午後５時までとします。 

  ②方法  電子入札システムからの提出とします。ただし、紙入札希望業者は、

監理課への持参による提出とします。 

５ 入札参加者への通知 

 （１）入札通知書及び非指名通知書については、令和７年６月中旬に電子入札システ

ムで通知します。ただし、紙入札希望業者には郵送で通知します。 

 （２）非指名通知書を受けた者は、通知した日から起算して５日以内に、書面により

非指名理由についての説明を求めることができます。 

６ 設計図書等に関する質疑の受付及び回答 

   ①期間  令和７年６月１９日（木）から 

        令和７年６月２０日（金）正午まで 

   ②方法  綾部市指定の「質疑書」により提出するものとします。「質疑書」の提

出は、監理課への持参、ファックス、メールのいずれかによることとし

ますが、持参の場合は開庁日の午前９時から正午までと午後１時から午

後５時（最終日は正午）までとします。 

   ③対象  指名業者の「質疑書」のみ受け付けます。 

   ④回答  令和７年６月２３日（月）午後５時までに京都府入札情報公開システム

に掲載します。ただし、紙入札希望業者には同日午後５時までにファッ

クスにて回答します。なお、質疑の無い場合は回答の掲載等は行いませ

ん。 

７ 入札期間及び開札の日時 

 （１）入札期間 

   ①期間  令和７年６月２７日（金）午前９時から午後６時まで 

        令和７年６月３０日（月）午前９時から午後２時まで 

       ただし、紙入札者の提出は６月２７日の午前９時から正午までと午後

１時から午後５時までと、６月３０日の午前９時から正午までと午後１

時から午後２時までとします。 

  ②方法  電子入札システムからの提出とします。 
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        （https://kyoto.efftis.jp/26000/CALS/Accepter/） 

        工事内訳書を必ず添付してください。添付するファイルの形式及び容量

については、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１１条によるこ

と。 

ただし、紙入札者は、監理課への持参による提出とします。作成方法に

ついては、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１９条第４項によ

ること。 

 （２）開札の日時 

        令和７年７月１日（火）午前１０時１０分 

８ 入札保証金 

   入札保証金については、綾部市会計規則（昭和５７年綾部市規則第２号）第７７

条第１項第２号及び第３号により免除します。 

９ 落札者の決定方法 

   綾部市会計規則第７８条の規定により作成された予定価格の制限の範囲内で最低

の価格をもって入札した者を落札者とします。 

   ただし、この工事は最低制限価格を設けているため、最低制限価格未満で入札し

た者は失格とします。 

10 入札の無効 

   入札の無効については、「綾部市工事等競争入札心得」第１２条によることとしま

す。 

11 郵送による入札の可否 

   郵送による入札は認めません。 

12 最低制限価格の算出式について 

この工事については、綾部市の「建設工事にかかる最低制限価格について 令和

７年４月１日改正」の「一般土木工事等（Ｎｏ．１）」の算出式を適用とします。 

13 その他 

 （１）工事概要、工事内容に関する問い合わせは、入札通知までは受け付けません。 

 （２）入札参加者は、本公告文、設計図書、仕様書及び契約書を熟読し、綾部市公共

工事等電子入札運用基準、綾部市工事等競争入札心得を遵守してください。 

 （３）入札通知後、入札日までに本入札を辞退するときは、電子入札システムへの入

札辞退届の登録又は綾部市指定の「入札辞退届」を提出してください。 

 （４）入札参加資格者であっても、入札日までに入札参加資格を満たさなくなったり、

関係法令に違反するなど、明らかに契約の相手方として不適当であると認められ
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た場合は、入札参加資格を取り消し文書で通知します。 

 （５）配置予定の現場代理人、主任技術者又は監理技術者等が、他の工事の受注等に

より配置できないと認められる場合は、本件の入札を無効とします。 

 （６）本案件は募集型競争入札のため、入札締切予定日時を過ぎて入札書が未到達で

あり、かつ、入札辞退の手続を行っていない場合においては、「不着」として取扱

うこととし、次回以降直近の同種案件において入札参加を認めません。 

14 問い合わせ先 

   綾部市建設部監理課契約・指導検査担当 

   郵便番号 ６２３－８５０１ 

   所 在 地 京都府綾部市若竹町８－１ 

        綾部市役所本庁東３階 

  電話番号 ０７７３－４２－４２７６（直通） 

ＦＡＸ番号 ０７７３－４２－４４０６（代表） 

  Ｅ-mail kanri@city.ayabe.lg.jp 
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様式－１

紙入札方式参加承諾願

１ 工事番号                         

２ 工 事 名                         

３ 場  所                         

４ 電子入札システムでの参加ができない理由

 上記の案件は、電子入札対象案件ではありますが、今回は当社においては上

記理由により電子入札システムを利用しての参加ができないため、紙入札方式

での参加を承諾いただきますようお願いいたします。

令和   年   月   日              

住  所                   

氏  名                    

 綾 部 市 長  様
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様式－２ 

公募型指名競争入札参加申請書 

令和  年  月  日 

 綾部市長 山 崎 善 也  様 

住 所                

商号又は名称                

代 表 者 氏 名              

電 話 番 号                

Ｆ Ａ Ｘ 番 号                

 下記工事の建設工事請負契約に係る公募型指名競争入札に参加を希望したく、

添付書類を添えて提出します。 

 なお、本申請書及び添付書類のすべての記載事項は事実と相違ないことを誓

約します。 

記

   工事番号   

   工 事 名  

   工事場所   

   添付書類  技術資料（添付資料及び資格者証等を含む） 
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様式－３ 

技 術 資 料 

住 所                

名 称                
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１ 同種工事又は類似工事の施工実績 

工

事

名

称

等

工事名称  

発注機関名 

施工場所  

契約金額  

工 期 年 月～   年 月 年 月～   年 月

受注形態等 単体／ＪＶ（出資比率  ％） 単体／ＪＶ（出資比率  ％）

工 事 概 要 等 

技術的特記事項 
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２ 当該工事に配置予定の現場代理人、主任技術者又は監理技術者等の資格 

区   分 現 場 代 理 人 主任技術者又は監理技術者等

従 事 予 定 者 名   

所 属 会 社 名   

生年月日（年齢）   

最 終 学 歴    

法令による免許  

（取得年月日）  

（ 登 録 番 号 ） 

現
在
の
受
持
工
事

工 事 名 

施工場所  

工 期 年 月～   年 月 年 月～   年 月

従事役職  

重複する  

場 合 の 

対応措置  

区   分 現 場 代 理 人 主任技術者又は監理技術者等

従 事 予 定 者 名   

所 属 会 社 名   

生年月日（年齢）   

最 終 学 歴    

法令による免許  

（取得年月日）  

（ 登 録 番 号 ） 

現
在
の
受
持
工
事

工 事 名 

施工場所  

工 期 年 月～   年 月 年 月～   年 月

従事役職  

重複する  

場 合 の 

対応措置  
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綾部市公告第６１号

資料館改修事業、資料館照明改修工事に係る入札参加資格について、次のとおりお知

らせしますので、入札参加希望者は申請してください。なお、この工事の入札は電子入

札による条件付一般競争入札とします。 

令和７年６月９日

綾部市長 山 崎 善 也 

１ 工事概要

（１）工事番号   第５０７ ２４号

（２）工 事 名   資料館照明改修工事 

（３）工事場所   綾部市里町（別添位置図参照）

（４）工事概要   照明器具ＬＥＤ化 １７２灯

（５）予定工期   令和７年 ７月 ８日から

          令和７年１１月 ４日まで（１２０日間）

２ 入札参加資格

  この工事の入札参加資格は、次の要件を全て満たす業者で入札参加資格確認申請

に基づき、本市が資格認定したものとします。

（１）契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者でないこと。

（２）令和７年度綾部市建設工事指名競争入札参加資格者名簿で電気工事のＡ等級又

はＢ等級で登録されており、令和７年４月１日以降継続して綾部市内に本店を有

する単体業者で、申請日時点において綾部市の指名停止及び市が締結する契約等

からの除外措置を受けていないこと。

（３）電気工事に係る綾部市発注工事で、令和６年１月１日から令和６年１２月３１

日の間において、完了工事の成績評点が６０点に満たない評定を受けていないこ

と。

（４）申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある現場代理人、主任技術者が配置で

きること。なお、ここでいう「恒常的な雇用関係」とは、この一般競争入札参加

資格確認申請書の提出日以前に３箇月以上の雇用関係があることをいう。

３ 提出書類

（１）一般競争入札参加資格確認申請書

   電子入札システムから一般競争入札参加資格確認申請書を提出すること。ただ

し、紙入札希望業者は「紙入札方式参加承諾願」（別記様式―１）とともに「一般

競争入札参加資格確認申請書」（別記様式―２）２部を監理課へ持参により提出す

ること。

（２）配置予定者名簿
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   電子入札システムで、一般競争入札参加資格確認申請書の添付資料に「配置予

定者名簿」（別記様式―３）を添付して提出すること。添付するファイルの形式及

び容量については「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第７条によること。

  ただし、紙入札希望業者は（１）の承諾願及び申請書とともに「配置予定者名簿」

を監理課へ持参により提出すること。

４ 設計図書の閲覧及び入札参加資格確認申請書の受付

（１）設計図書の閲覧

   ①期間  令和７年６月９日（月）午前９時から

   ②方法  京都府入札情報公開システムからのダウンロードを基本とします。

（https://kyoto.efftis.jp/26000/CALS/PPI_P/） 

ただし、これによりがたい場合は有償での配布としますので、希望者

は事前に監理課まで連絡をお願いします。配布場所は綾部市建設部監

理課契約・指導検査担当（本庁東３階）とし、代金は１６０円です。

 （２）入札参加資格確認申請書の受付

   ①期間  令和７年６月１２日（木）午前９時から午後６時まで

        令和７年６月１３日（金）午前９時から正午まで

        ただし、紙入札希望業者の提出で６月１２日については午前９時から

正午までと午後１時から午後５時までとします。

②方法  電子入札システムからの提出とします。ただし、紙入札希望業者は、

監理課への持参による提出とします。

５ 入札参加資格確認通知について

（１）一般競争入札参加資格確認通知書については、令和７年６月中旬に電子入札シ

ステムで通知します。ただし、紙入札希望業者には郵送で通知します。

（２）資格なしの通知を受けた者は、通知した日から起算して５日以内に、書面によ

りその理由について説明を求めることができます。

６ 設計図書等に係る質疑の受付及び回答

①期間  令和７年６月１９日（木）から

     令和７年６月２０日（金）正午まで

②方法  綾部市指定の「質疑書」により提出するものとします。「質疑書」の提

出は、監理課への持参、ファックス、メールのいずれかによることと

しますが、持参の場合は開庁日の午前９時から正午までと午後１時か

ら午後５時（最終日は正午）までとします。

③対象  入札参加資格者の「質疑書」のみ受け付けます。

④回答  令和７年６月２３日（月）午後５時までに京都府入札情報公開システ

ムに掲載します。ただし、紙入札希望業者には同日午後５時までにフ

ァックスにて回答します。なお、質疑の無い場合は回答の掲載等は行

いません。
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７ 入札期間及び開札の日時

 （１）入札期間

   ①日時  令和７年６月２７日（金）午前９時から午後６時まで 

        令和７年６月３０日（月）午前９時から午後２時まで 

        ただし、紙入札者の提出６月２７日の午前９時から正午までと午後１

時から午後５時までと、６月３０日の午前９時から正午までと午後１

時から午後２時までとします。

   ②方法  電子入札システムからの提出とします。

        （https://kyoto.efftis.jp/26000/CALS/Accepter/） 

        工事内訳書を必ず添付してください。添付するファイルの形式及び容

量については、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１１条によ

ること。

        ただし、紙入札者は、監理課への持参による提出とします。作成方法

については、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１９条第４項

によること。

 （２）開札の日時

        令和７年７月１日（火）午前９時５０分

８ 入札保証金

   入札保証金については、綾部市会計規則（昭和５７年綾部市規則第２号）第７７

条第１項第２号及び第３号により免除します。

９ 落札者の決定方法

   綾部市会計規則第７８条の規定により作成された予定価格の制限の範囲内で最低

の価格をもって入札した者を落札者とします。

   ただし、この工事は最低制限価格を設けているため、最低制限価格未満で入札し

た者は失格とします。

10 入札の無効

   入札の無効については、「綾部市工事等競争入札心得」第１２条によることとしま

す。

   また、他の工事の受注等により、「配置予定者名簿」の配置ができないと認められ

る場合は、本件の入札を無効とします。

11 郵送による入札の可否

   郵送による入札は認めません。

12 最低制限価格の算出式について

この工事については、綾部市の「建設工事にかかる最低制限価格について 令和

７年４月１日改正」の「建築 建築電気設備工事（Ｎｏ．７）」の算出式を適用とし
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ます。

13 その他

 （１）工事概要、工事内容に関する問い合わせは、入札参加資格確認通知までは受け

付けません。

 （２）入札参加者は、本公告文、設計図書、仕様書及び契約書を熟読し、綾部市公共

工事等電子入札運用基準、綾部市工事等競争入札心得を遵守してください。

（３）入札参加資格確認後、入札日までに本入札を辞退するときは、電子入札システ

ムへの入札辞退届の登録又は綾部市指定の「入札辞退届」を提出してください。

（４）入札参加資格者であっても、入札日までに入札参加資格を満たさなくなったり、

関係法令に違反するなど、明らかに契約の相手方として不適当であると認められ

た場合は、入札参加資格を取り消し文書で通知します。

（５）本案件は募集型競争入札のため、入札締切予定日時を過ぎて入札書が未到達で

あり、かつ、入札辞退の手続を行っていない場合においては、「不着」として取扱

うこととし、次回以降直近の同種案件において入札参加を認めません。

14 問い合わせ先

   綾部市建設部監理課契約・指導検査担当

   郵便番号  ６２３－８５０１

   所 在 地  京都府綾部市若竹町８－１

         綾部市役所本庁東３階

  電話番号  ０７７３－４２－４２７６（直通） 

ＦＡＸ番号  ０７７３－４２－４４０６（代表）

   E - m a i l  kanri@city.ayabe.lg.jp 
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様式－１

紙入札方式参加承諾願

１ 工事番号                        

２ 工 事 名                        

３ 場  所                        

４ 電子入札システムでの参加ができない理由

 上記の案件は、電子入札対象案件ではありますが、今回は当社においては上記

理由により電子入札システムを利用しての参加ができないため、紙入札方式での

参加を承諾いただきますようお願いいたします。

令和   年   月   日              

住  所                   

氏  名                    

 綾 部 市 長  様
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様式－２

一般競争入札参加資格確認申請書

令和  年  月  日

 綾部市長 山 崎 善 也  様

住 所                

氏 名               

電 話 番 号                

ＦＡＸ番 号                

 下記工事の建設工事請負契約に係る条件付一般競争入札に参加したいので、参

加資格確認申請書を提出します。

記

   工 事 番 号   

   工 事 名   

   工 事 場 所   
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様式－３

配 置 予 定 者 名 簿

工 事 番 号：

工 事 名：

商号及び名称：

現 場 代 理 人 主 任 技 術 者 

１ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

２ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

３ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

４ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

５ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 
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【記載上の注意事項】

１）配置予定者 共通 

  １ 申請段階で配置可能な方を上段に記載してください。組み合わせの制限はありませんの

で、それぞれに配置可能な方の氏名のみを５名以内で記載してください。

  ２ 下段には、手持工事の有無について記載し、手持ち工事がある場合は、全ての工事につ

いて工事名、請負金額、役職名、完了予定日を記載してください。（ただし、当該工事と

工期が重複する工事の現場代理人や専任を要する技術者の場合は、配置予定者が変更可能

な場合及び下記に示す現場代理人、主任技術者それぞれの兼務条件を満たす方のみとしま

す。）

  ３ 申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある方で、「建設工事入札参加資格審査申請書」

に添付された現場代理人名簿又は技術者名簿から選定してください。（ただし、新たに採

用された技術者を配置する場合は、この申請までに入札参加資格記載事項変更届を監理

課へ提出してください。）

２）主任技術者 

 １ 電気工事にかかる技術資格を有した方を記載してください。

 ２ 請負金額が４，５００万円未満の場合は、他の工事の非専任の主任技術者を兼務して

配置することができますが、請負金額が４，５００万円以上となる場合は専任の主任技

術者となるため、特別な場合を除き、営業所専任の技術者や他の工事の主任技術者を兼

務して配置することはできません。（ただし、工事の対象となる工作物に一体性若しくは

連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に調整を要する工事で、かつ、工事現場

の相互の間隔が１０㎞程度の近接した場所において同一の建設業者が施工する場合（以

下「近接関連工事」）は、同一の専任の主任技術者が兼務することができます。）

３ 非専任の主任技術者が現場代理人を兼務する場合は、兼務する工事の当初請負額の合

計が４，５００万円未満とします。（ただし、増額等により専任義務工事となった場合は

上記２と同様の取り扱いとします。）

４ 請負金額にかかわらず入札公告等で専任を条件としている場合は兼務できません。

３）現場代理人 

 １ 本工事期間中、工事現場に常駐できる方を記載してください。（ただし、工事請負契約

書第１０条第３項に規定する「現場代理人の工事現場における運営、取締り及び権限の行

使に支障がない場合」と発注者が認める期間は除きます。）

２ 他の工事との兼務は出来ません。（ただし、以下に示す場合は複数の工事を兼務するこ

とができます。）

  （１）３）の１に規定する期間。

  （２）一件の入札で複数の契約をする場合。

  （３）現場代理人が兼務する場合の共通条件として、以下の全てを満たす工事とします。

（ただし、公告等で専任を条件としている場合は除く。）
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     ・兼務する工事が２件までであること。（ただし、災害復旧工事を含む場合は、既

発注分も含め３件までとする。）

     ・兼務する工事が、綾部市又は国、地方公共団体等の発注する工事であること。

（ただし、綾部市と異なる発注機関の工事が含まれる場合は、他の発注機関が現

場代理人の兼務を了承していること。）

     ・兼務する綾部市の工事現場に現場代理人又は連絡員が駐在すること。

     ・兼務するいずれかの現場に現場代理人が駐在すること。

     ・連絡員及び連絡体制は、工事打合簿で明確にすること。また、連絡員は、元請業

者の社員の他一次下請業者の社員でも可能としますが、ガードマンや一次以外の

下請業者の社員等は連絡員にはなれません。

   （４）兼務する工事が技術者非専任の場合は、上記（３）に示す共通条件の他、次の全

てを満たす工事とします。

     ・兼務する工事が、綾部市内であること。

・兼務する工事の当初請負金額の合計が４，５００万円未満であること。

   （５）兼務するいずれかの工事が主任技術者専任の場合は、上記（３）に示す共通条件

の他、近接関連工事であること。
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綾部市公告第６２号 

 綾部市内に放置されていた下記の自転車を綾部市において保管しています。 

 令和７年７月１１日までに引取りのない場合は綾部市において処分します。 

  令和７年６月１０日 

                     綾部市長 山 崎 善 也 

１ 撤去の理由         綾部市自転車等の放置防止に関する条例第８条の規定による。 

２ 撤 去 日         令和７年６月４日 

３ 撤 去 区 域         ＪＲ綾部駅南周辺、ＪＲ渕垣駅周辺、ＪＲ高津駅周辺 

４ 撤 去 し         ７１台（詳細は、一覧表のとおり） 

  保管した台数    

５ 保管の場所         綾部市クリーンセンター 

６ 保 管 期 間         令和７年７月１１日まで 

７ 返還を受ける   自転車等返還申請書に、利用者本人であることを証明する書類 

  ための手続き   （鍵等）を添付し、担当課窓口へ（印鑑持参）提出してください。 

撤去・保管料として自転車１台につき１,０００円、原動機付自転 

車１台につき２，０００円が必要です。

８ 引取りのない   売却、廃棄等の処分を行います。 

  場合の措置

９ 連 絡 先         綾部市市民環境部 市民協働課 市民活動推進担当 

           電話：４２－４２４８（直通） 
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撤去した放置自転車の一覧

車体の色 防犯登録番号 車体番号 

１ 黒 ２２－００７９４１３ ＳＴＴＬＹ１３１８９ 

２ 灰 ２２－００７５５３２ ＳＴＲＴＦ０６４２９ 

３ 黒 ２２－００７８５６８ ＳＴＵＨＦ０４３２８ 

４ 黒 ２２－００８０５１３ ＧＧ５Ａ６０２９４ 

５ 白・黒 ２４－０１０９０３３ ＳＴ－ＧＡＷＦ７６Ｗ 

６ 茶 ２４－０１０８４６６ ＺＹ９Ｌ２１４０２１ 

７ 灰 ２３－０２１７０６３ Ｆ２３１１０５８５ 

８ 青緑・黒 ２２－００７９８６１ ＺⅩ２４０３２５４３ 

９ 黒 ２２－００７３００６ ＬＢＩ０３５８６ 

１０ 茶・灰 ２４－０１０３４３７ Ａ１９ＡＡ６５２０１ 

１１ 青 ２２－００７６６３２ ＧＧＯＫ４７７４３ 

１２ 灰 ２２－００６２９０１ Ｂ－２ＡＡＵ６３８２ 

１３ 黒 ２２－００７９０２８ ＧＧ３Ｃ３６４４３ 

１４ 黒 ２４－００９３９６４ ＨＧＦ１４４９０ 

１５ 黒・白 ２２－００７６８７９ ＳＴＳＩＦ０５００３ 

１６ 黒 ２２－００７６６２６ ＧＧＯＫ４８４０９ 

１７ 赤 なし ＦＵ１３－３７Ａ－６ 

１８ 黒 なし Ａ１９ＡＬ４７１１８ 

１９ 白 ２２－００７７４８５ ＧＧ１Ｉ２５３８８ 

２０ 白・青・黒 １０４１３２６１８ ＢＭＭ０５４１３ＥＷ０２ 

２１ 灰 ２４－００９９３５１ ＳＳＡ７７１７０ 

２２ 赤紫 なし ＧＧＯＫ４７７４９ 

２３ 白 なし ＦＣ６Ｍ１８８１０ 

２４ 灰 なし ＳＰＫ１１６４２５ 

２５ 黒 ２２－００７８８４７ ＳＴＵＪＦ０２８９１ 

２６ 黒 ２４－０１１２２６３ ＨＳ２Ａ１２３２６ 

２７ 白 ２２－００７９７６７ ＧＧ４Ａ２０７７５ 

２８ 銀 ２２－００５１７９６ ＩＭ０３１８４９ 

２９ 銀 ２３－０１９３４７５ Ｆ９０１１１７９０ 

３０ 黒 ２２－００７９１３７ ＧＧ３Ｈ８１３３５ 

３１ 紺 ２３－０２００９１７ Ａ１９ＡＫ６５０８８ 

３２ 白 ２２－００７５９７８ Ｖ２００３４０３８５ 

３３ 紫 ２２－００７６６４４ ＧＧ０１７８２９４ 

３４ 黒 ２２－００８０５２２ ＧＴ４Ｌ０７５５９ 

３５ 黒 １４－０４３９０１９ ＬＥＫ３８９９９ 

３６ 黒 なし ＧＧ４Ａ３００９５ 

３７ 白 ２２－００７６６３８ ＧＧＯＩ８１５９７ 

３８ 紺 ２４－００９８０９２ Ｈ７Ｆ９２４３２ 

３９ 紺 ２４－０１０９０６５ ＳＴＴＬＹ０５２３３ 

４０ 銀 ２４－０１１３９５０ Ａ２２ＡＪ０６８８３ 

４１ 水色 ２２―００７４５１０ Ｂ８Ａ０３１３４ 
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４２ 青 ２２－００６６４３７ ＬＫＥ１１９８２ 

４３ 黒 ２３－０１９８１３７ ＳＴＩ０４０４６９ 

４４ 白 ２２－００７６３８５ ＧＣ９Ｋ０１０７３ 

４５ 緑 ２２－００７９１８９ ＧＧ３Ｉ９０４２９ 

４６ 銀 ２２－００７４７３９ Ｂ７Ｈ０２６５４ 

４７ 黄緑 ２２－００７８６１０ ＳＴＴＬＹ０１５９２ 

４８ 黒 ２４－０１０９９２５ ＺＸＬ２０５９８３６ 

４９ 白 ２２－００７８５７９ ＳＴＵＩＦ１３６１９ 

５０ 黒 ２２－００７９１８８ ＧＧ３Ｈ８３１６６ 

５１ 灰 ０２２１９８８ ＳＯＣ１５０５８９ 

５２ 金 なし ＬＢＬ０００３７ 

５３ 黒 ２２－００７７５１０ ＧＧ１Ｊ３４１６４ 

５４ 黒 ２２－００７６１７２ ＳＴＲＪＹ１９０７０ 

５５ 銀 ２２－００７８１０２ ＧＧ１Ｌ４０７９６ 

５６ 黒 ２３－０２０６４５７ ＳＯＷＣ０４５２２ 

５７ 銀 ２３－０２０１３６６ Ｆ２０２１００９９ 

５８ 白 ２２－００７８１４５ ＨＳ２Ａ０１０５４ 

５９ 銀 ２２－００６３６８０ Ｆ０９０５３７８５２ 

６０ 黒 ２２－００７９５４４ ＳＴＶＩＪ０６６２２ 

６１ 黄 ２２－００７４２５８ ＦＣ７Ｌ１４３０９ 

６２ 白 なし ＳＴＬＨ１３６１０４ 

６３ 灰 ２１－００２９７０８ ＳＮＡ２９９３１１ 

６４ 白 なし Ｈ８Ｅ８８８３４ 

６５ 銀 ２２－００７７５１２ ＨＳＺＡ０１２８１ 

６６ 緑 福８４２８６ ＳＪ２６２１２４ 

６７ 黒 ２３－０２０１８９８ Ａ２０ＡＤ０８９４７ 

６８ 黄 なし Ｓ８Ｃ５０８０３ 

６９ 白 ２４－００９７２４３ ＦＣ６Ｊ０８２２７ 

７０ 黒 ２２－００７４７７４ ＳＴＲＪＹ０６６０５ 

７１ 黒 ２２－００７５９２６ ＸＹ１ＪＦ００６８１ 
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綾部市公告第６３号 

令和７年６月９日付け綾部市公告第６０号で公告を行った下記の工事について、入

札公告を取り下げます。 

令和７年６月１０日 

綾部市長 山 崎 善 也   

記

１ 工事概要 

 （１）工事番号  第５０７ ２５号 

（２）工 事 名  第二浄水場送配水管更新工事 

 （３）工事場所  綾部市里町外（別添位置図参照） 

 （４）工事内容   本工事は、水量水質安定的対策事業に伴い送配水管を開削工法に

より整備するものです。工事区間は生活道路となっているため、歩

行者・車両等の通行確保、安全対策、環境対策にも万全の配慮が必

要です。 

 （５）工事概要  送水管布設工 ＤＣＩＰ（ＧＸ）φ３５０ Ｌ＝２１ｍ 

          配水管布設工 ＤＣＩＰ（ＧＸ）φ３５０ Ｌ＝９９ｍ 

配水管布設工 ＤＣＩＰ（ＧＸ）φ２５０  Ｌ＝９ｍ 

          給水戸数 Ｎ＝３戸 

消火栓設置工 Ｎ＝１基 

 （６）予定工期  令和７年 ７月 ８日から 

令和８年 １月１３日まで（１９０日間）

２ 理由 

   閲覧設計書に不備が確認されたため、入札公告を取り下げる。 
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綾部市公告第６４号

 次の書類は、地方税法第２０条の２の規定に基づき公告する。

 なお、送達すべき書類は、綾部市企画総務部税務課において保管し、送達を受けるべき

者の申出があれば交付する。

  令和７年６月１３日

                           綾部市長 山 崎 善 也

（以下掲示済） 
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綾部市公告第６５号

 次の書類は、地方税法第２０条の２の規定に基づき公告する。

 なお、送達すべき書類は、綾部市企画総務部税務課において保管し、送達を受けるべき

者の申出があれば交付する。

  令和７年６月１３日

                           綾部市長 山 崎 善 也

（以下掲示済） 
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綾部市公告第６６号 

農地中間管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第１８

条第１項の規定に基づき、農用地利用集積等促進計画について認可したので、

同条第７項の規定により公告する。 

令和７年６月２３日 

綾部市長 山 崎 善 也 
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綾部市公告第６７号 

農地中間管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第１８

条第１項の規定に基づき、農用地利用集積等促進計画について認可したので、

同条第７項の規定により公告する。 

令和７年６月２３日 

綾部市長 山 崎 善 也 
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綾部市公告第６８号

綾部市立病院西館屋上防水事業、綾部市立病院西館屋上防水工事に係る入札参加資格

について、次のとおりお知らせしますので、入札参加希望者は申請してください。なお、

この工事の入札は電子入札による条件付一般競争入札とします。 

令和７年６月２３日

綾部市長 山 崎 善 也  

１ 工事概要

（１）工事番号   第５０７ ３１号

（２）工 事 名   綾部市立病院西館屋上防水工事 

（３）工事場所   綾部市青野町（別添位置図参照）

（４）工事概要   屋上防水改修 改修面積 １，２２７㎡

（５）予定工期   令和７年 ７月２３日から

          令和７年１１月１９日まで（１２０日間）

２ 入札参加資格

  この工事の入札参加資格は、次の要件を全て満たす業者で入札参加資格確認申請

に基づき、本市が資格認定したものとします。

（１）契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者でないこと。

（２）令和７年度綾部市建設工事指名競争入札参加資格者名簿で防水工事のＡ等級、

Ｂ等級、Ｃ等級のいずれかで登録されており、令和７年４月１日以降継続して綾

部市内に本店を有する単体業者で、申請日時点において綾部市の指名停止及び市

が締結する契約等からの除外措置を受けていないこと。

（３）防水工事に係る綾部市発注工事で、令和６年１月１日から令和６年１２月３１

日の間において、完了工事の成績評点が６０点に満たない評定を受けていないこ

と。

（４）申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある現場代理人、主任技術者が配置で

きること。なお、ここでいう「恒常的な雇用関係」とは、この一般競争入札参加

資格確認申請書の提出日以前に３箇月以上の雇用関係があることをいう。

３ 提出書類

（１）一般競争入札参加資格確認申請書

   電子入札システムから一般競争入札参加資格確認申請書を提出すること。ただ

し、紙入札希望業者は「紙入札方式参加承諾願」（別記様式―１）とともに「一

般競争入札参加資格確認申請書」（別記様式―２）２部を監理課へ持参により提

出すること。

（２）配置予定者名簿
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   電子入札システムで、一般競争入札参加資格確認申請書の添付資料に「配置予

定者名簿」（別記様式―３）を添付して提出すること。添付するファイルの形式

及び容量については「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第７条によること。

  ただし、紙入札希望業者は（１）の承諾願及び申請書とともに「配置予定者名簿」

を監理課へ持参により提出すること。

４ 設計図書の閲覧及び入札参加資格確認申請書の受付

（１）設計図書の閲覧

   ①期間  令和７年６月２３日（月）午前９時から

   ②方法  京都府入札情報公開システムからのダウンロードを基本とします。

（https://kyoto.efftis.jp/26000/CALS/PPI_P/） 

ただし、これによりがたい場合は有償での配布としますので、希望者

は事前に監理課まで連絡をお願いします。配布場所は綾部市建設部監

理課契約・指導検査担当（本庁東３階）とし、代金は１９０円です。

 （２）入札参加資格確認申請書の受付

   ①期間  令和７年６月２６日（木）午前９時から午後６時まで

        令和７年６月２７日（金）午前９時から正午まで

        ただし、紙入札希望業者の提出で６月２６日については午前９時から

正午までと午後１時から午後５時までとします。

②方法  電子入札システムからの提出とします。ただし、紙入札希望業者は、

監理課への持参による提出とします。

５ 入札参加資格確認通知について

（１）一般競争入札参加資格確認通知書については、令和７年７月上旬に電子入札シ

ステムで通知します。ただし、紙入札希望業者には郵送で通知します。

（２）資格なしの通知を受けた者は、通知した日から起算して５日以内に、書面によ

りその理由について説明を求めることができます。

６ 設計図書等に係る質疑の受付及び回答

①期間  令和７年７月３日（木）から

     令和７年７月４日（金）正午まで

②方法  綾部市指定の「質疑書」により提出するものとします。「質疑書」の

提出は、監理課への持参、ファックス、メールのいずれかによること

としますが、持参の場合は開庁日の午前９時から正午までと午後１時

から午後５時（最終日は正午）までとします。

③対象  入札参加資格者の「質疑書」のみ受け付けます。

④回答  令和７年７月７日（月）午後５時までに京都府入札情報公開システム

に掲載します。ただし、紙入札希望業者には同日午後５時までにファ

ックスにて回答します。なお、質疑の無い場合は回答の掲載等は行い

ません。
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７ 入札期間及び開札の日時

 （１）入札期間

   ①日時  令和７年７月１１日（金）午前９時から午後６時まで 

        令和７年７月１４日（月）午前９時から午後２時まで 

        ただし、紙入札者の提出は７月１１日の午前９時から正午までと午後

１時から午後５時までと、７月１４日の午前９時から正午までと午後

１時から午後２時までとします。

   ②方法  電子入札システムからの提出とします。

        （https://kyoto.efftis.jp/26000/CALS/Accepter/） 

        工事内訳書を必ず添付してください。添付するファイルの形式及び容

量については、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１１条によ

ること。

        ただし、紙入札者は、監理課への持参による提出とします。作成方法

については、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１９条第４項

によること。

 （２）開札の日時

        令和７年７月１５日（火）午前９時３０分

８ 入札保証金

   入札保証金については、綾部市会計規則（昭和５７年綾部市規則第２号）第７７

条第１項第２号及び第３号により免除します。

９ 落札者の決定方法

   綾部市会計規則第７８条の規定により作成された予定価格の制限の範囲内で最

低の価格をもって入札した者を落札者とします。

   ただし、この工事は最低制限価格を設けているため、最低制限価格未満で入札し

た者は失格とします。

10 入札の無効

   入札の無効については、「綾部市工事等競争入札心得」第１２条によることとし

ます。

   また、他の工事の受注等により、「配置予定者名簿」の配置ができないと認めら

れる場合は、本件の入札を無効とします。

11 郵送による入札の可否

   郵送による入札は認めません。

12 最低制限価格の算出式について

この工事については、綾部市の「建設工事にかかる最低制限価格について 令和

７年４月１日改正」の「建築 建築工事（Ｎｏ．５）」の算出式を適用とします。
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13 その他

 （１）工事概要、工事内容に関する問い合わせは、入札参加資格確認通知までは受け

付けません。

 （２）入札参加者は、本公告文、設計図書、仕様書及び契約書を熟読し、綾部市公共

工事等電子入札運用基準、綾部市工事等競争入札心得を遵守してください。

（３）入札参加資格確認後、入札日までに本入札を辞退するときは、電子入札システ

ムへの入札辞退届の登録又は綾部市指定の「入札辞退届」を提出してください。

（４）入札参加資格者であっても、入札日までに入札参加資格を満たさなくなったり、

関係法令に違反するなど、明らかに契約の相手方として不適当であると認められ

た場合は、入札参加資格を取り消し文書で通知します。

（５）本案件は募集型競争入札のため、入札締切予定日時を過ぎて入札書が未到達で

あり、かつ、入札辞退の手続を行っていない場合においては、「不着」として取

扱うこととし、次回以降直近の同種案件において入札参加を認めません。

14 問い合わせ先

   綾部市建設部監理課契約・指導検査担当

   郵便番号  ６２３－８５０１

   所 在 地  京都府綾部市若竹町８－１

         綾部市役所本庁東３階

  電話番号  ０７７３－４２－４２７６（直通） 

ＦＡＸ番号  ０７７３－４２－４４０６（代表）

   E - m a i l  kanri@city.ayabe.lg.jp

公　告

112



様式－１

紙入札方式参加承諾願

１ 工事番号                        

２ 工 事 名                        

３ 場  所                        

４ 電子入札システムでの参加ができない理由

 上記の案件は、電子入札対象案件ではありますが、今回は当社においては上

記理由により電子入札システムを利用しての参加ができないため、紙入札方式

での参加を承諾いただきますようお願いいたします。

令和   年   月   日              

住  所                   

氏  名                    

 綾 部 市 長  様
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様式－２

一般競争入札参加資格確認申請書

令和  年  月  日

 綾部市長 山 崎 善 也  様

住 所                

氏 名               

電 話 番 号                

ＦＡＸ番 号                

 下記工事の建設工事請負契約に係る条件付一般競争入札に参加したいので、

参加資格確認申請書を提出します。

記

   工 事 番 号   

   工 事 名   

   工 事 場 所   
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様式－３

配 置 予 定 者 名 簿

工 事 番 号：

工 事 名：

商号及び名称：

現 場 代 理 人 主 任 技 術 者 

１ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

２ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

３ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

４ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

５ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 
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【記載上の注意事項】

１）配置予定者 共通 

  １ 申請段階で配置可能な方を上段に記載してください。組み合わせの制限はありません

ので、それぞれに配置可能な方の氏名のみを５名以内で記載してください。

  ２ 下段には、手持工事の有無について記載し、手持ち工事がある場合は、全ての工事に

ついて工事名、請負金額、役職名、完了予定日を記載してください。（ただし、当該工事

と工期が重複する工事の現場代理人や専任を要する技術者の場合は、配置予定者が変更

可能な場合及び下記に示す現場代理人、主任技術者それぞれの兼務条件を満たす方のみ

とします。）

  ３ 申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある方で、「建設工事入札参加資格審査申請

書」に添付された現場代理人名簿又は技術者名簿から選定してください。（ただし、新

たに採用された技術者を配置する場合は、この申請までに入札参加資格記載事項変更

届を監理課へ提出してください。）

２）主任技術者 

 １ 防水工事にかかる技術資格を有した方を記載してください。

 ２ 請負金額が４，５００万円未満の場合は、他の工事の非専任の主任技術者を兼務して

配置することができますが、請負金額が４，５００万円以上となる場合は専任の主任技

術者となるため、特別な場合を除き、営業所専任の技術者や他の工事の主任技術者を兼

務して配置することはできません。（ただし、工事の対象となる工作物に一体性若しく

は連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に調整を要する工事で、かつ、工事

現場の相互の間隔が１０㎞程度の近接した場所において同一の建設業者が施工する場

合（以下「近接関連工事」）は、同一の専任の主任技術者が兼務することができます。）

３ 非専任の主任技術者が現場代理人を兼務する場合は、兼務する工事の当初請負額の合

計が４，５００万円未満とします。（ただし、増額等により専任義務工事となった場合

は上記２と同様の取り扱いとします。）

４ 請負金額にかかわらず入札公告等で専任を条件としている場合は兼務できません。

３）現場代理人 

 １ 本工事期間中、工事現場に常駐できる方を記載してください。（ただし、工事請負契約

書第１０条第３項に規定する「現場代理人の工事現場における運営、取締り及び権限の

行使に支障がない場合」と発注者が認める期間は除きます。）

２ 他の工事との兼務は出来ません。（ただし、以下に示す場合は複数の工事を兼務するこ

とができます。）

  （１）３）の１に規定する期間。

  （２）一件の入札で複数の契約をする場合。

  （３）現場代理人が兼務する場合の共通条件として、以下の全てを満たす工事としま

す。（ただし、公告等で専任を条件としている場合は除く。）
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     ・兼務する工事が２件までであること。（ただし、災害復旧工事を含む場合は、既

発注分も含め３件までとする。）

     ・兼務する工事が、綾部市又は国、地方公共団体等の発注する工事であること。

（ただし、綾部市と異なる発注機関の工事が含まれる場合は、他の発注機関が

現場代理人の兼務を了承していること。）

     ・兼務する綾部市の工事現場に現場代理人又は連絡員が駐在すること。

     ・兼務するいずれかの現場に現場代理人が駐在すること。

     ・連絡員及び連絡体制は、工事打合簿で明確にすること。また、連絡員は、元請

業者の社員の他一次下請業者の社員でも可能としますが、ガードマンや一次以

外の下請業者の社員等は連絡員にはなれません。

   （４）兼務する工事が技術者非専任の場合は、上記（３）に示す共通条件の他、次の

全てを満たす工事とします。

     ・兼務する工事が、綾部市内であること。

・兼務する工事の当初請負金額の合計が４，５００万円未満であること。

   （５）兼務するいずれかの工事が主任技術者専任の場合は、上記（３）に示す共通条

件の他、近接関連工事であること。
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綾部市公告第６９号

 綾部都市計画下水道事業受益者負担に関する条例第４条の規定により、令和７年度に

受益者負担金を賦課しようとする区域について、次のとおり公告する。

 なお、賦課対象区域図は、綾部市上下水道部下水道課において一般の縦覧に供する。

 令和７年６月２５日

                       綾部市長 山 崎 善 也

 １ 賦課対象区域

   井倉町の一部

 ２ 賦課対象区域図    別図のとおり  
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綾部市公告第７０号

 次の書類は、地方税法第２０条の２の規定に基づき公告する。

 なお、送達すべき書類は、綾部市企画総務部税務課において保管し、送達を受けるべき

者の申出があれば交付する。

  令和７年６月２５日

                           綾部市長 山 崎 善 也

（以下掲示済） 
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綾部市公告第７１号

 次の書類は、地方税法第２０条の２の規定に基づき公告する。

 なお、送達すべき書類は、綾部市企画総務部税務課において保管し、送達を受けるべき

者の申出があれば交付する。

  令和７年６月２５日

                           綾部市長 山 崎 善 也

 （以下掲示済） 
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綾部市公告第７２号

 次の書類は、地方税法第２０条の２の規定に基づき公告する。

 なお、送達すべき書類は、綾部市企画総務部税務課において保管し、送達を受けるべき

者の申出があれば交付する。

  令和７年６月２７日

                           綾部市長 山 崎 善 也

（以下掲示済） 
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綾部市公告第７３号

 次の書類は、地方税法第２０条の２の規定に基づき公告する。

 なお、送達すべき書類は、綾部市企画総務部税務課において保管し、送達を受けるべき

者の申出があれば交付する。

  令和７年６月２７日

                           綾部市長 山 崎 善 也

（以下掲示済） 
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綾部市公告第７４号 

 綾部市内に放置されていた下記の自転車を綾部市において保管しています。 

 令和７年７月３１日までに引取りのない場合は綾部市において処分します。 

  令和７年７月１日 

                     綾部市長 山 崎 善 也 

１ 撤去の理由         綾部市自転車等の放置防止に関する条例第８条の規定による。 

２ 撤 去 日         令和７年６月２５日 

３ 撤 去 区 域         ＪＲ綾部駅南周辺 

４ 撤 去 し         ９台（詳細は、一覧表のとおり） 

  保管した台数    

５ 保管の場所         綾部市クリーンセンター 

６ 保 管 期 間         令和７年７月３１日まで 

７ 返還を受ける   自転車等返還申請書に、利用者本人であることを証明する書類 

  ための手続き   （鍵等）を添付し、担当課窓口へ（印鑑持参）提出してください。 

撤去・保管料として自転車１台につき１,０００円、原動機付自転 

車１台につき２，０００円が必要です。

８ 引取りのない   売却、廃棄等の処分を行います。 

  場合の措置

９ 連 絡 先         綾部市市民環境部 市民協働課 市民活動推進担当 

           電話：４２－４２４８（直通） 
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撤去した放置自転車の一覧

車体の色 防犯登録番号 車体番号 

１ 桃 なし ８Ｄ１４０９１５７ 

２ 青 不明 ＨＳ１Ｌ１１９５４ 

３ 黒 南３２０３６７ ＬＺ９Ｌ００４３９ 

４ 黒 ２２－００７８１４６ ＨＳ２Ａ１２９５４ 

５ 黒・銀 ２２－００７５４１５ Ａ１９ＡＡ４５０１９ 

６ 白 ２２－００７８５８６ ＳＴＵ１Ｆ１６１７５ 

７ 茶 ２２－００７９８６０ Ｖ２２１００７６９９ 

８ 白 ２３－０１９６２４０ Ａ１９ＡＨ３３９１５ 

９ 赤 伏－００６８４３７ ９５Ｃ２３１８９ 
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綾部市上下水道事業管理規程第３号 

 綾部市上下水道部就業規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

  令和７年６月３０日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市上下水道部就業規程の一部を改正する規程 

綾部市上下水道部就業規程（昭和４４年綾部市水道課管理規程第４号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第３０条の５の見出し中「部分休業」を「第１号部分休業」に改め、同条第１項中「部

分休業の承認は、正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて」を「地方公務員の育児休業

等に関する法律（平成３年法律第１１０号。以下「育児休業法」という。）第１９条第２

項第１号に掲げる範囲内で請求する同条第１項に規定する部分休業（以下「第１号部分休

業」という。）の承認は」に改め、同条第２項中「を承認されている」を「の承認を受け

て勤務しない」に、「部分休業」を「第１号部分休業」に改め、「当該育児時間」の次に

「の承認を受けて勤務しない時間」を加える。 

第３０条の６中「なつた時」を「なつたとき又は前条の規定による変更をしたときは」

に改め、同条を第３０条の１０とし、第３０条の５の次に次の４条を加える。 

 （第２号部分休業の承認） 

第３０条の６ 育児休業法第１９条第２項第２号に掲げる範囲内で請求する同条第１項に

規定する部分休業（以下「第２号部分休業」という。）の承認は、１時間を単位とし

て行うものとする。ただし、次の各号に掲げる場合にあつては、それぞれ当該各号に

定める時間数の第２号部分休業を承認することができる。 

（１）１回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間がある場合であつて、当

該勤務時間の全てについて承認の請求があつたとき 当該勤務時間の時間数 

（２）第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数がある場合であつて、当該残時間数

の全てについて承認の請求があつたとき 当該残時間数 

（部分休業の申出等） 

第３０条の７ 部分休業の請求をしようとする職員は、毎年４月１日から翌年３月３１日

までの期間ごとに、第１号部分休業又は第２号部分休業のいずれかを請求するかにつ

いて、管理者に申し出るものとする。 

 （第２号部分休業の時間） 

第３０条の８ 前条に規定する期間ごとの第２号部分休業の時間は、次の各号に掲げる職

員の区分に応じ、当該各号に定める時間を超えない範囲内とする。 

（１）非常勤職員以外の職員 ７７時間３０分 

（２）非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間数に１０を乗じて得た

上下水道事業管理規程
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時間 

 （申出の変更） 

第３０条の９ 第３０条の７の規定による申出をした職員は、配偶者が負傷又は疾病によ 

り入院したこと、配偶者と別居したことその他の同条の規定による申出時に予測するこ 

とができなかつた事実が生じたことによりこの条の規定による変更をしなければ当該職 

員の小学校就学の始期に達するまでの子の養育に著しい支障が生じると管理者が認める 

場合は、当該申出の内容を変更することができる。 

 第４４条中「昭和２８年綾部市条例第６号」を「令和７年綾部市条例第３７号」に、

「綾部市職員等の旅費支給規則（昭和２８年綾部市規則第５号）」を「綾部市職員等の旅

費に関する条例施行規則（令和７年綾部市規則第３８号）」に改める。 

   附 則  

 （施行期日） 

第１条 この規程は、令和７年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１９条第２ 

項第２号に掲げる範囲内において、この規程の施行の日から令和８年３月３１日までの 

間における同条第１項に規定する部分休業の承認の請求をする場合におけるこの規程に 

よる改正後の綾部市上下水道部就業規程第３０条の８の規定の適用については、同条第 

１号中「７７時間３０分」とあるのは「３８時間４５分」と、同条第２号中「１０」と 

あるのは「５」とする。 
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綾部市教育委員会告示第９号 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第１４条の規定

により、令和７年度第３回綾部市教育委員会会議を次のとおり招集する。 

令和７年６月１８日 

                            綾部市教育委員会        

教育長 小 林  治  

１ 日  時   令和７年６月２３日（月）１３時３０分から 

２ 場  所   綾部市役所 教育委員会事務局（教育長室） 
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綾部市監査公表第１号 

 地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第１９９条第４項の規定に基づき、令和６年度に実施した定期

監査の結果に関する報告を同条第９項の規定により次のとおり公表する。 

  令和７年６月９日 

綾部市監査委員 岡 垣 美 樹 

綾部市監査委員 渡 辺 弘 造 

１ 監査の種類 

定期監査（地方自治法第１９９条第４項） 

２ 監査の目的 

綾部市監査基準に基づき、綾部市の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が、法令等

に適合し、適正で合理的かつ効率的に執行されているかを主眼として実施する。 

３ 監査の対象 

予算事項別事務事業の中から前年度及び当年度における監査対象事項を選定し、次のとおり監査を

実施した。 

区分 対象部課（局） 対象事項 

第１回 市長公室 秘書広報課 秘書事務費 

広報事務費 

  職員課 会計年度任用職員経費 

職員研修費 

  防災・危機管理課 災害対策費 

災害対策費（防災行政デジタル無線維持管理費） 

 農林商工部 商工労政課 Ｉ・Ｔビル管理運営費 

 ものづくり企業振興補助金 

農政課 農林業振興対策費 

 農林業振興対策費（農林業集落推進委員活動費） 

 認定農業者経営発展支援事業費 

林政課 野生鳥獣被害総合対策事業費 

 森林経営管理推進事業費 

 定住交流部 定住・地域政策課 コミュニティナース事業費 

 空き家活用定住促進事業費 

観光交流課 里山交流研修センター管理運営費 

 森の京都ＤＭＯ広域観光推進事業費 
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文化・スポーツ振興

課 

中丹文化事業団補助金 

 スポーツ推進委員活動費 

 農業委員会事務局 農業委員会運営費 

第２回 企画総務部 企画政策課 国際交流事業費 

 新婚生活支援事業費補助金 

  総務課 行政管理費 

   庁舎維持管理費 

   庁舎改修整備事業費 

  行政デジタル推進課 自治体ＤＸ推進事業費 

 自治体ＤＸ推進事業費（情報伝達プラットフォーム

構築事業） 

  財政課 財政管理一般事務費 

   地域振興基金積立金 

  税務課 市税過誤納還付金 

   賦課徴収費（経常経費） 

 市民環境部 市民・国保課 住民基本台帳等事務費 

   特定健康診査事業費（後期高齢者） 

  市民協働課 交通安全対策事業費 

   交通空白地有償運送事業費補助金 

  人権推進課 人権啓発推進事業費 

   人権福祉センター管理運営費（臨時含む。） 

  環境企画課 地域緑化推進事業費補助金 

   ゼロカーボンシティ推進事業費 

  環境保全課 斎場管理費 

   ごみ減量化及びリサイクル推進事業費 

第３回 福祉部 社会福祉課 くらしの資金貸付事業費 

   生活保護適正実施推進事業費 

  障害者支援課 手話コミ条例推進事業費 

   自殺防止対策事業費 

  高齢者支援課 移送サービス事業費 

   介護用品支給事業費 

  地域包括支援課 権利擁護支援地域連携ネットワーク事業費 

   生活支援体制整備事業費 

 建設部 監理課 登記事務費 

   土木総務一般事務費（工事等監理事務費） 

  建設課 道路橋りょう総務一般事業費 

   河川維持補修費 
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  都市計画課 まちなか空間向上計画策定事業費 

   駐車場運営管理費（天神町・駅南・駅北） 

  建築課 木造住宅耐震診断士派遣事業費 

   木造住宅耐震改修費補助事業費 

 教育部 学校教育課 不登校等対応事業費 

   部活動地域移行事業費 

  社会教育課 放課後子ども教室推進事業費 

   文化財保護費 

第４回 
健康こども

部 

子育て支援課 保育所児童委託運営費 

   保育所等副食費支援事業費 

こども支援課 こども家庭支援相談室運営事業費 

家庭児童相談室運営事業費（ヤングケアラー含む。）

   出産・子育て応援事業費 

  保健推進課 各がん検診等事業費 

   病院事業会計（令和６年度中間決算報告分） 

 会計課 会計管理一般事務費 

 消防本部 管理課 常備消防一般事務費（業務全般経費） 

   消防施設維持管理費（消防施設整備事業費） 

 上下水道部 上水道課 飲用井戸等整備補助金 

   上水道事業会計（令和６年度中間決算報告分） 

  下水道課 下水道接続補助金 

   下水道事業会計（令和６年度中間決算報告分） 

 議会事務局 議会運営費 

 監査委員事務局 監査委員一般事務費 

３９課（局） ７６事項 

４ 監査の期間 

区 分 実施期間 

第１回 令和６年 ９月２７日 ～ 令和６年１１月１１日 

第２回 令和６年１０月２８日 ～ 令和６年１２月２３日 

第３回 令和６年１１月２９日 ～ 令和７年 １月１７日 

第４回 令和６年１２月２４日 ～ 令和７年 ２月１７日 

５ 監査の方法 

監査対象事項に係る関係書類の提出を求めて、書類監査を実施するとともに、各所属長に対し聴取

を行った。 

監査公表

132



６ 監査の項目 

（１）収入事務について 

（２）支出事務について 

（３）補助金等交付事務について 

（４）入札・契約事務について 

（５）財産管理事務について 

（６）経営に係る事業の管理について（公営企業会計） 

７ 監査の結果 

財務に関する事務は、おおむね適正に執行されていると認めた。ただし、次の事項については、所

属長に対して指摘を行い、改善又は検討の上、適正な事務の執行に努めるよう指導した。 

指摘事項 措置状況 

（広報事務費） 

予定価格決定調書に、消費税及び地方消費税に

係る計算式の表記がないものがある。今後は、内

容を十分確認の上、適正な事務処理に努められた

い。 

（秘書広報課） 

最新の様式を使用するよう、職員に対し指導徹

底しました。 

（職員研修費） 

委託契約書について、業務完了及び履行確認に

係る規定がないものがある。今後は、適正な事務

処理に努められたい。 

（職員課） 

契約書の作成に当たっては、事務処理要領等の

再確認を行い、十分に書類等を確認し、適正な事

務処理の徹底に努めます。 

（災害対策費） 

防災会議に係る委員の費用弁償が支払われて

いない。速やかに支払いを行うとともに、予算の

執行状況については十分確認し、適正な財務事務

に努められたい。 

（防災・危機管理課） 

指摘後、該当の防災会議委員へ状況を説明し、

了承を得て旅費を支払いました。今後は適正な事

務処理の徹底を図ります。 

（災害対策費(防災行政デジタル無線維持管理費)）

委託契約書について、契約履行の場所が記載さ

れていないものがある。今後は、適正な事務処理

に努められたい。 

（防災・危機管理課） 

今後は内容を十分確認の上、適正な事務処理の

徹底を図ります。 

（災害対策費(防災行政デジタル無線維持管理費)）

予定価格決定調書について、見積書の発行日以

前の日付で作成されているものがある。今後は、

適正な事務処理に努められたい。 

（防災・危機管理課） 

今後は内容を十分確認の上、適正な事務処理の

徹底を図ります。 
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（Ｉ・Ｔビル管理運営費） 

購入した備品について、年度内に備品登録がさ

れていない。今後は、適正な事務処理に努められ

たい。 

（商工労政課） 

備品登録については、年度内処理をすることを

課内職員再確認し、今後は適正な事務処理の徹底

に努めます。 

（Ｉ・Ｔビル管理運営費） 

予定価格決定調書について、見積書の発行日以

前に作成されているものがある。今後は、適正な

事務処理に努められたい。 

（商工労政課） 

予定価格決定調書が見積書の発行日以前であ

ったことは、事前の入札価格の漏洩にもつながる

ことから、決裁もしっかりチェックをし、今後は

適正な事務処理の徹底に努めます。 

（森林経営管理推進事業費） 

委託契約書に仕様書が綴じ込まれていないも

のがある。今後は、適正な事務処理に努められた

い。 

（林政課） 

契約事務に当たっては、事務処理マニュアル等

について再確認し、起案者はもとより決裁過程に

おいても内容を十分精査し適正な事務処理に努

めます。 

（コミュニティナース事業費） 

購入した備品について、年度内に備品登録がさ

れていない。今後は、適正な事務処理に努められ

たい。 

（定住・地域政策課） 

担当課の確認ミスから登録漏れが生じたもの

で、担当者はもとより内容を十分確認し、改めて

チェック体制を強化することで適正な事務処理

に努めていくことを確認しました。 

（行政管理費） 

予定価格調書について、予定価格等設定者の選

定に誤りがある。今後は、適正な事務処理に努め

られたい。 

（総務課） 

事務処理マニュアル等について再確認すると

ともに、決裁過程において内容を十分確認の上、

チェック体制を強化し、適正な事務処理に努めま

す。 
（庁舎維持管理費） 

予定価格調書について、予定価格等設定者の選

定に誤りがある。今後は、適正な事務処理に努め

られたい。 

（賦課徴収費（経常経費）） 

予定価格決定調書について、予定価格が記載さ

れていないものがある。今後は、適正な事務処理

に努められたい。 

（税務課） 

事務処理マニュアル等を十分理解するよう、内

容等について再確認を行い、適正な事務の執行の

徹底を図ります。 
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（賦課徴収費（経常経費）） 

委託契約書に添付されている仕様書について、

契約の名称に誤りがある。今後は、適正な事務処

理に努められたい。 

（税務課） 

事務処理マニュアル等を十分理解するよう、内

容等について再確認を行い、適正な事務の執行の

徹底を図ります。また、関係機関からの契約書等

の内容についても十分確認を行い、適正な事務処

理の徹底を図ります。 

（住民基本台帳等事務費） 

業務委託について、委託期間の変更により繰越

をされているが、繰越登録後の支出負担行為が行

われていない。速やかに支出負担行為書の決裁を

行うとともに、適正な事務処理に努められたい。

（市民・国保課） 

指摘があった当該事例については、職員の認識

不足に起因するものであったことから、課内の全

職員に対し、根拠となる規則の再確認を行うな

ど、改めて適正な手続きの確認を行いました。指

摘後は、予算の繰越が発生した場合、速やかに負

担行為事務を行い、適正な事務処理の徹底を図り

ます。 

（ごみ減量化及びリサイクル推進事業費） 

リサイクル推進員の報償に係る振込依頼書に

ついて、文書の取扱いが適正でないほか、記載事

項の不備が散見される。今後は、内容を十分確認

の上、適正な事務処理に努められたい。 

（環境保全課） 

指摘のことについては、課内全職員に定期監査

結果を共有するとともに、正しい事務手続きと提

出書類の確認を徹底するよう、改めて指導を行い

ました。 

（生活保護適正実施推進事業費） 

請求書について、財務処理の取扱いに不備が見

受けられる。今後は、適正な事務処理に努められ

たい。 

（社会福祉課） 

委託業務等に係る支出負担行為兼支出（振替）

命令書等の根拠である請求書等財務処理に係る

証拠書類については、内容に不備がないかなど、

「会計処理の留意点」等に基づき適正に添付書類

の点検を行います。 

（手話コミ条例推進事業費） 

物品売買契約書について、誤記が適正に修正さ

れていない。今後は、適正な事務処理に努められ

たい。 

（障害者支援課） 

指摘のことについて具体的な誤りと正しい事

務手続き方法を課内で共有し、今後は適正な事務

処理を徹底するように指導しました。 

（自殺防止対策事業費） 

委託契約書について、個人情報の取扱いに関す

る特記仕様書が綴じ込まれていない。今後は、内

容を十分確認の上、適正な事務処理に努められた

い。 

（障害者支援課） 

契約書の作成に当たっては、事務処理要領等の

再確認を行い、十分に書類等を確認し、適正な事

務処理の徹底に努めます。 
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（権利擁護支援地域連携ネットワーク事業費） 

予定価格決定調書について、設計額及び予定価

格の記載に誤りがある。今後は、適正な事務処理

に努められたい。 

（地域包括支援課） 

指摘のことについては、課内全職員に対して、

当該事例の具体的な誤りと正しい事務手続き内

容を周知するとともに、契約事務マニュアル書及

び委託業務チェックツールに基づく適正な事務

の執行について、改めて指導を行いました。また、

課内全職員に定期監査の結果を共有し、再発防止

に細心の注意を払うよう促しました。 

（部活動地域移行事業費） 

委託契約書に受注者の代表者印が押印されて

いない。今後は、内容を十分確認の上、受理され

たい。 

（学校教育課） 

契約書の受理時に内容の確認を徹底します。ま

た、課内で指摘事項を共有し、適正な内容確認の

徹底に努めます。 

（各がん検診等事業費） 

業務委託に係る契約事務について、見積合わせ

が前年度末に行われているものがある。今後は、

適正な事務処理に努められたい。 

（保健推進課） 

契約事務のルールについて再確認を行うとと

もに、決裁過程において内容を十分確認の上、適

正な事務処理に努めます。 

その他、少しの注意をもって点検や確認を行えば正せる誤り等については、所属長に対し口頭によ

り指導を行ったところである。 

なお、入札・契約事務については、会計制度・契約事務に係る研修、契約事務に係るマニュアル等

の集約化、チェックツールの作成など、事務の適正化に向けた取組により、過年度と比較して事務誤

りが大きく減少した。 

今後ともチェック機能の強化、マニュアルの徹底や研修の充実を図り、市民に信頼される適正で効

率的な財務事務の執行に努められたい。 
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綾部市監査公表第２号 

 地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第１９９条第５項の規定に基づき、令和５年度に実施した随時

監査の結果に関する報告を同条第９項の規定により次のとおり公表する。 

  令和７年６月９日 

綾部市監査委員 岡 垣 美 樹 

綾部市監査委員 渡 辺 弘 造 

１ 監査の種類 

随時監査（地方自治法第１９９条第５項） 

２ 監査の目的 

綾部市監査基準に基づき、綾部市が発注する工事に関し、法令等に適合し、適正で合理的かつ効率

的に執行されているか、また、当該工事の設計、施工等が適正に行われているかを主眼として実施す

る。 

３ 監査の対象 

第１回は令和６年３月３１日までに完成した工事から２件、第２回は令和７年１月上旬までに完成

した工事の中から２件、計４件を選定し監査を実施した。対象工事は次のとおりである。 

（１）第１回 

ア クリーンセンター外壁改修工事 

契 約 概 要 工 事 概 要 

受 注 者 北原建設株式会社 屋上防水改修 一式 

外壁防水改修 一式 

内装改修 一式 

天窓修繕 一式 

堅樋固定金具改修 一式 

契約方法 公募型指名競争入札 

請負金額 83,781,500円（税込） 

工  期 令和5年7月11日～令和6年3月6日 

イ 市民プール改修工事 

契 約 概 要 工 事 概 要 

受 注 者 上田工業株式会社 プールろ過設備改修 3基 
プールろ過配管改修 50ｍプール埋設配管 
プール改修 防水改修（プールサイド共）一式
管理棟改修 レイアウト変更 
プール施設出入口改修 一式 
トイレ改修 和式便器を洋式便器に改修4か所
更衣室棟改修 照明器具、換気設備設置 一式 

契約方法 公募型指名競争入札 

請負金額 138,032,400円（税込） 

工  期 令和5年9月12日～令和6年3月31日 
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（２）第２回 

ア 庁舎改修整備工事（東庁舎） 

契 約 概 要 工 事 概 要 

受 注 者 福岡建設株式会社 外壁改修   改修面積1,098㎡ 

防水改修   改修面積710㎡ 

屋外階段改修 改修面積302㎡ 

内装改修   改修面積87.2㎡ 

契約方法 条件付一般競争入札 

請負金額 44,091,300円（税込） 

工  期 令和6年5月23日～令和6年10月29日 

イ 吉美小学校バリアフリー整備工事 

契 約 概 要 工 事 概 要 

受 注 者 ローランド工業株式会社 多目的トイレ設置 一式 

シャワールーム設置 一式 

和室改修 一式 

昇降式手洗い設置 一基 

契約方法 条件付一般競争入札 

請負金額 9,738,300円（税込） 

工  期 令和6年5月23日～令和6年10月19日 

４ 監査の期間 

区 分 実施期間 

第１回 令和６年５月 ７日 ～ 令和６年６月１７日 

第２回 令和７年１月２９日 ～ 令和７年３月２６日 

５ 監査の方法 

対象工事に係る関係書類一式の提出を求めて、書類監査を実施するとともに、各所属長に対し聴取

を行い、併せて現地確認を行った。 

６ 監査の項目 

（１）入札・契約事務について 

（２）工事施工（工程管理及び品質管理）状況について

（３）提出書類の整備について 

７ 監査の結果 

書類監査及び現地確認において、おおむね適正に執行されていると認めた。ただし、次の事項につ

いては、所属長に対して指摘を行い、改善又は検討の上、適正な事務の執行に努めるよう指導した。 

指摘事項 措置状況 

（クリーンセンター外壁改修工事） 

第１回変更契約について、工期の変更に係る

一連の事務手続きに誤りがある。今後は契約内

容を十分確認の上、適正な事務処理に努められ

たい。 

（環境保全課） 

指摘のことについては、課内全職員に対して、

当該事例の具体的な誤りと正しい事務手続き内

容を周知するとともに、契約書に基づく適正な事

務の執行について、改めて指導を行いました。ま

た、課内全職員に随時監査の結果を共有し、再発

防止に細心の注意を払うよう促しました。 
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その他、少しの注意をもって点検や確認を行えば正せる誤り等については、所属長に対し口頭によ

り指導を行った。 

今後とも、チェック機能の強化、マニュアルの徹底、研修の充実を図るなど、市民に信頼される適

正で効率的な事務の執行に努められたい。 
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綾部市監査公表第３号 

 地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第１９９条第２項の規定に基づき、令和６年度に実施した行政

監査の結果に関する報告を同条第９項の規定により次のとおり公表する。 

  令和７年６月９日 

綾部市監査委員 岡 垣 美 樹 

綾部市監査委員 渡 辺 弘 造 

１ 監査の種類 

行政監査（地方自治法第１９９条第２項） 

２ 監査の目的 

綾部市監査基準に基づき、綾部市の事務の執行及び管理が、法令等に適合し、適正で合理的かつ効

率的に行われるかを主眼として実施する。 

３ 監査の対象 

（１）監査のテーマ 

プロポーザル方式による契約について 

（２）監査の趣旨 

プロポーザル方式による契約は、随意契約の一手法として行われているが、地方自治法第２３４

条において、地方公共団体の契約は一般競争入札を原則としており、随意契約によることができる

場合は、例外的なものとして制限されていることから、その実施に当たっては適正な運用が求めら

れるところである。 

近年、本市でもプロポーザル方式による契約が多く採用されるようになったが、本市では、プロ

ポーザル方式による契約について、全庁的なガイドライン等が作成されておらず、各所属の判断に

より事務が行われている状況となっている。 

このことから、本市のプロポーザル方式による契約について、その状況を把握・検証し、今後の

適正な契約事務に資することを目的として監査を実施した。 

（３）監査の範囲 

平成３１年４月１日から令和６年８月３１日までの期間中に契約を締結した業務のうち、プロポ

ーザル方式により事業者を選定した業務 

４ 監査の期間 

令和６年９月３０日から令和７年３月２６日まで 

５ 監査の方法 

（１）事前調査 

上記３の（３）監査の範囲について、調査票により次の内容を全所属に対し照会し、回答を求め

た。 
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ア 業務の内容について 

イ プロポーザル方式の採用について 

ウ 事業者の募集について 

エ 選定委員会の設置状況について 

オ 審査の実施について 

カ 審査後の手続きについて 

キ 翌年度以降の予定について 

ク その他（プロポーザル方式の契約手続きで参考としたもの） 

（２）抽出調査 

事前調査で回答のあった２４課５５件から、任意に抽出した１７課１８件について、所管課から

関係書類の提出を求めて書類監査を実施するとともに、所管課長に対し聴取を行った。抽出調査の

対象業務は次のとおりである。 

所管課 年度 業務名 種別 

秘書広報課 令和３年度 綾部市ホームページリニューアル業務 システム

企画政策課 令和６年度 平和モニュメント制作業務 そ の 他

行政デジタル推進課 令和５年度 
綾部市情報セキュリティ対策用二要素認証装置更新

業務 
システム

財政課 令和６年度 第２次綾部市公共施設等総合管理計画策定業務 計画策定

市民・国保課 令和５年度 綾部市役所広告付き窓口番号案内システム設置事業 そ の 他

人権推進課 令和６年度 第４次綾部市人権教育･啓発推進計画策定支援業務 計画策定

環境保全課 令和５年度 綾部市ペットボトル水平リサイクル業務 事業運営

社会福祉課 令和６年度 第５次綾部市地域福祉計画策定支援業務 計画策定

高齢者支援課 令和４年度 第１０次綾部市高齢者保健福祉計画策定支援業務 計画策定

子育て支援課 令和４年度 綾部市保育園業務支援システム導入業務 システム

こども支援課 令和６年度 綾部市母子手帳アプリ導入及び運用業務 システム

定住・地域政策課 令和５年度 旧綾部市奥上林研修センターの売却 財産売払

観光交流課 令和３年度 綾部市里山交流研修センター整備工事設計業務 工事設計

文化･スポーツ振興課 令和４年度 綾部市総合運動公園ＥＳＣＯ事業 そ の 他

建設課 令和５年度 綾部市環状道路整備の効果検証等業務委託 計画策定

上水道課 令和５年度 綾部市水道事業窓口業務等委託 事業運営

学校教育課 
令和６年度 綾部市学校給食調理業務委託 事業運営

令和６年度 綾部市保護者連絡ツール導入業務 システム

６ 監査の着眼点 

（１）プロポーザル方式採用の根拠及び理由は適切か。意思決定は適正に行われているか。 

（２）プロポーザル方式の事務手続きは適正に行われているか。 

（３）事業者の選定は公平性及び透明性が確保されているか。 

（４）契約事務は適正に行われているか。 
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７ 監査の概要 

（１）プロポーザル方式による契約 

プロポーザル方式とは、複数の事業者から企画提案の提出を求め、提案内容の審査を行い、その

内容や業務遂行能力が最も優れた事業者を契約の優先交渉権者として選定する方式である。 

地方公共団体の契約の締結は、地方自治法第２３４条において、一般競争入札、指名競争入札、

随意契約又はせり売りの方法によるものとし、うち、指名競争入札、随意契約又はせり売りは、政

令で定める場合に該当するときに限り、これによることができると規定されており、一般競争入札

を原則としている。 

一方、プロポーザル方式による契約は、その性質上、価格のみの競争ではないことから、地方自

治法施行令第１６７条の２第１項第２号に規定する「その性質又は目的が競争入札に適しないもの

をするとき」を根拠として随意契約により行われており、本来、競争入札を行うべき業務をプロポ

ーザル方式により契約することはできない。 

したがって、プロポーザル方式の採用に当たっては、対象業務の性質又は目的を明らかにし、プ

ロポーザル方式で実施すべき理由を示した上で、その採否を合理的に判断し、決定する必要がある。

また、プロポーザル方式の実施に当たっては、公平性及び透明性を十分に確保するなど、適正な運

用が求められるところである。 

（２）プロポーザル方式による契約の実施状況 

① 契約件数 

監査対象範囲におけるプロポーザル方式による契約件数は55件であった。その年度別の内訳

は次のとおりである。 

（単位：件） 

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
令和6年度 
(8月末) 

合計 

1 10 10 8 16 10 55 

② 業務別件数 

契約件数55件の業務別の内訳は次のとおりである。 

項  目 件数(件) 構成比(％) 

市の業務等の事業運営に関する業務 16 29.1

行政計画の調査立案等に関する業務 16 29.1

大規模な工事の設計等に関する業務 2 3.6

システム開発や導入等に関する業務 14 25.5

財産の売却 2 3.6

その他 5 9.1

③ 契約金額別件数 

契約件数55件の金額別の内訳は次のとおりである。 

区  分 件数(件) 構成比(％) 

500万円未満 17 30.9

500万円以上1,000万円未満 8 14.5

1,000万円以上2,000万円未満 12 21.8
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2,000万円以上5,000万円未満 5 9.1

5,000万円以上1億円未満 3 5.5

1 億円以上 5 9.1

その他（収入・無償・単価契約等） 5 9.1

（３）調査票による調査結果の概要 

事前調査による調査票の回答は次のとおりである。なお、一部の回答については抽出調査により

補正を行った。 

① プロポーザル方式の採用について 

ア 意思決定方法 

項  目 件数(件) 構成比(％) 

施行伺書による決裁 44 80.0

個別決裁 4 7.3

選定委員会 5 9.1

その他（理事者協議） 2 3.6

プロポーザル方式採用の意思決定について、「施行伺書による決裁」が44件（80.0％）、「個

別決裁」が 4 件（7.3％）、「選定委員会」が 5 件（9.1％）、「その他（理事者協議）」が 2 件

（3.6％）となっている。 

イ 採用の理由 

項  目 件数(件) 構成比(％) 

記載している 35 63.6

記載していない 20 36.4

プロポーザル方式採用の理由について、「記載している」が 35 件（63.6％）、「記載してい

ない」が20件（36.4％）となっている。 

② 事業者の募集について 

ア 実施要領の策定 

項  目 件数(件) 構成比(％) 

策定している 55 100.0

策定していない 0 -

実施要領については、全ての業務で策定されていた。 

イ 募集方法 

項  目 件数(件) 構成比(％) 

公募型 50 90.9

指名型 5 9.1

事業者の募集について、「公募型」が50件（90.9％）、「指名型」が5件（9.1％）となって

いる。なお、「指名型」と回答のあった業務は全て「システム開発や導入等に関する業務」で

ある。 
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ウ 募集期間 

項  目 件数(件) 構成比(％) 

11日以上 20日以下 17 30.9

21日以上 30日以下 33 60.0

31日以上 5 9.1

募集期間について、「11日以上20日以下」が17件（30.9％）、「21日以上30日以下」が33

件（60.0％）、「31日以上」が5件（9.1％）となっている。 

③ 選定委員会の設置状況について 

ア 選定委員会設置要領等の策定 

項  目 件数(件) 構成比(％) 

策定している 3 5.5

策定していない 52 94.5

選定委員会設置要領等の策定について、「策定している」が 3 件（5.5％）、「策定していな

い」が52件（94.5％）となっている。なお、選定委員会は全ての業務で設置されている。 

イ 委員の人数 

項  目 件数(件) 構成比(％) 

3人 2 3.6

4 人以上6人以下 41 74.6

7 人以上 12 21.8

委員の人数について、「3人」が2件（3.6％）、「4人以上6人以下」が41件（74.6％）、「7

人以上」が12件（21.8％）となっている。なお、最も委員数が多かったのは9人である。 

ウ 委員の構成 

項  目 件数(件) 構成比(％) 

市職員のみ 43 78.2

外部委員を含む 12 21.8

委員の構成について、「市職員のみ」が43件（78.2％）、「外部委員を含む」が12件（21.8％）

となっている。 

④ 審査の実施について 

ア 評価基準の公表 

項  目 件数(件) 構成比(％) 

事前公表 53 96.4

事後公表 0 -

非公表 2 3.6

評価基準の公表について、「事前公表」が53件（96.4％）、「非公表」が2件（3.6％）とな

っている。 
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イ 最低基準点の設定 

項  目 件数(件) 構成比(％) 

設定している 9 16.4

設定していない 46 83.6

最低基準点の設定について、「設定している」が9件（16.4％）、「設定していない」が46件

（83.6％）となっている。 

ウ 応募事業者数 

項  目 件数(件) 構成比(％) 

１者 25 45.4

２者 16 29.1

３者 9 16.4

４者以上 5 9.1

応募事業者数について、「１者」が25件（45.4％）、「２者」が16件（29.1％）「３者」が9

件（16.4％）、「４者以上」が5件（9.1％）となっている。なお、応募事業者数が最も多かっ

たのは16者である。 

⑤ 審査後の手続きについて 

ア 選定結果の通知 

項  目 件数(件) 構成比(％) 

提案者全員に通知 53 96.4

選定された候補者のみ通知 2 3.6

選定結果の通知について、「提案者全員に通知」が 53 件（96.4％）、「選定された候補者の

み通知」が2件（3.6％）となっている。なお、「選定された候補者のみ通知」の2件は、いず

れも応募事業者数は1者である。 

イ 選定結果の公表 

項  目 件数(件) 構成比(％) 

公表している 37 67.3

公表していない 18 32.7

選定結果の公表について、「公表している」が37件（67.3％）、「公表していない」が18件

（32.7％）となっている。なお、「公表していない」と回答があった18件のうち、5件は指名

型で募集を行ったものである。 

ウ 提案内容等の仕様書への反映 

項  目 件数(件) 構成比(％) 

反映している 46 83.6

反映していない 9 16.4

提案内容等の仕様書への反映について、「反映している」が 46 件（83.6％）、「反映してい

ない」が9件（16.4％）となっている。 
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エ 見積書の徴取 

項  目 件数(件) 構成比(％) 

徴取している 52 94.5

徴取していない 3 5.5

見積書の徴取について、「徴取している」が52件（94.5％）、「徴取していない」が3件（5.5％）

となっている。 

８ 監査の結果 

（１）プロポーザル方式の採用について 

プロポーザル方式採用の意思決定については、業務の施行伺書と併せて行っているものや、プロ

ポーザル方式の採用について個別に決裁を受けているものがほとんどであったが、一部の業務にお

いて、プロポーザル方式で実施することを既決事項として、選定委員会の設置や公告による公募を

行っているものがあった。 

また、プロポーザル方式採用の意思決定は行われているが、プロポーザル方式を採用する理由が

記載されていないものや、採用の理由が明確でないものが多く見られた。 

プロポーザル方式の採用に当たっては、対象業務の性質や目的、価格の競争ではなくプロポーザ

ル方式で実施すべき根拠及び理由を明確にし、その上で採用の可否を合理的に判断する必要がある

ため、庁内統一的な仕組みを定められたい。 

（２）プロポーザル方式の事務手続き及び事業者の選定について 

プロポーザル方式の募集方法については、公告により広く事業者から提案を募る公募型が５０

件、市が選定した事業者から提案を募る指名型が５件であったが、応募事業者数が１者のものが４

５．４％を占める結果であった。 

事業の規模や金額の制限、選考過程による辞退等もあると思われるが、応募事業者が１者のみの

場合、より最適な事業者を選定するというプロポーザル方式の利点が損なわれるため、複数の事業

者から提案を受けられるよう募集方法や募集期間、金額の妥当性等を検討し、競争性及び公平性の

確保に努められたい。 

また、審査の方法について、実施要領で最低基準点を設定していないものが４６件、うち１者提

案となったものが１７件あり、順位付け方式で１者提案となったものもあった。審査に当たっては、

業務の一定の水準を確保する必要があるため、結果として１者提案となった場合の審査方法につい

ても十分検討されたい。 

事業者の選定においては、全ての業務で選定委員会を設置されていたが、設置要領等を策定して

いるのは３件のみであった。選定委員会の設置に当たっては、設置要領等により、設置の目的、所

掌事項、組織の構成、会議の方法等を明確化し、その上で審査基準等に基づき審査を行い、その公

平性及び透明性を確保するよう努められたい。 

さらに、選定結果の通知、選定結果の公表についても、その基準を定められたい。 

（３）契約事務について 

プロポーザル方式は、企画提案内容や業務遂行能力が最も優れた事業者を優先交渉権者として選

定するものであり、価格等の交渉後は、業者選定伺により優先交渉権者を見積依頼業者として、見

積書を徴取することとなる。 

しかし、一部の業務において、審査前の段階で業者選定伺書を起票しているものや、見積書の提
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出依頼をせず、企画提案時の見積書をもって契約の締結を行っているものがあった。契約事務につ

いては、「工事等の事務処理マニュアル」等に基づき、適正な事務処理に努められたい。 

９ むすび 

プロポーザル方式による契約は、高い専門性や技術力が要求される業務、優れた企画力や創造性に

よって効果的な成果が期待できる業務を実施する上で有効な手法であるが、その実施に当たっては、

採用の根拠及び理由の明確化と合理的な意思決定、審査の公平性及び透明性の確保など、適正な運用

が求められるところである。 

しかしながら、定期監査や今回の行政監査によると、本市におけるプロポーザル方式による契約に

ついては、庁内で事務手順が定められていないことから、各所属でその都度、過去の事例や他市の先

行事例等を参考に事務を行っており、その結果、所属や業務内容によってその運用や事務手続きに差

異が生じている状況となっている。職員の事務負担の軽減の観点からも、基本事項を定めたガイドラ

イン等を作成するなど、統一的な運用及び事務手続きについて速やかに検討されたい。 

行政課題の複雑化、市民ニーズの多様化に伴い、より効果的な事業実施が求められる中、プロポー

ザル方式による契約はこれからも増加することが予想されるが、さらなる事務の適正化、効率的かつ

効果的な行政運営に期待する。 
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綾部市監査公表第４号 

 地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第１９９条第７項の規定に基づき、令和６年度に実施した財政

援助団体等監査の結果に関する報告を同条第９項の規定により次のとおり公表する。 

  令和７年６月９日 

綾部市監査委員 岡 垣 美 樹 

綾部市監査委員 渡 辺 弘 造 

１ 監査の種類 

財政援助団体等監査（地方自治法第１９９条第７項） 

２ 監査の目的 

綾部市監査基準に基づき、綾部市が財政的な援助等を行っている団体に対し、公金がその目的を達

成するために、適正で合理的かつ効率的に執行されているかを主眼として実施する。 

３ 監査の対象 

（１）対象の団体 公益社団法人 綾部市シルバー人材センター 

（２）団体の種類 補助金交付団体 

（３）公金の種類 公益社団法人綾部市シルバー人材センター事業費補助金 

（４）所 管 課 商工労政課 

４ 監査の期間 

令和７年１月２９日から令和７年３月２６日まで 

５ 監査の方法 

補助金交付に係る一連の書類と、団体の事業計画書、予算書、決算諸表及び関係諸帳簿等の提出を

求めて書類監査を実施するとともに、対象団体の職員、所管課の課長に対し聴取を行った。 

６ 監査の着眼点 

（１）補助金交付団体 

ア 団体の諸帳簿と市へ提出した補助金交付に係る書類は、符合するか。 

イ 交付申請書の提出及び補助金等の請求、受領は、適時に行われているか。 

ウ 事業は、計画及び交付条件に従い実施され、十分効果が上げられているか。 

エ 補助金が補助対象事業以外に流用されていないか。 

オ 補助金に係る収支の会計経理は適正か。 

（２）所管課 

ア 補助金の交付目的及び補助等対象事業の内容は明確か。 

イ 補助金の決定は、法令等に適合しているか。 

ウ 補助金の額の算定、交付方法、時期、手続等は適正か。 

エ 補助金の条件の履行状況、対象事業の内容、対象経費、使途の適正性及び効果等について、実

績報告書等により実態が十分に確認されているか。 
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オ 団体への指導監督は、適切に行われているか。 

７ 団体の概要 

公益社団法人綾部市シルバー人材センターは、定年退職者等の高齢者の希望に応じた臨時的かつ短

期的な就業又はその他の軽易な業務に係る就業機会を確保し、高齢者の生きがいの充実及び社会参加

の推進を図るとともに、その能力を生かした活力ある地域社会づくりに寄与することを目的として、

昭和６２年１０月６日に設立された。 

少子高齢化が急速に進行する中、地域における高齢者の中核的な活動拠点としての役割を担い、生

涯現役社会の実現に向けて社会の担い手となる会員の確保を図り、多様な形態による雇用・就業機会

の確保、地域の日常生活に密着した就業開拓等に取り組まれている。 

８ 公金の概要 

（１）公益社団法人綾部市シルバー人材センター事業費補助金 

公益社団法人綾部市シルバー人材センター事業費補助金交付要綱に基づき、運営に必要な人件

費、一般運営費及び技能訓練等に要する経費に対して補助金を交付するもので、令和５年度、令和

６年度はいずれも20,000,000円（商工労政課所管分8,300,000円、環境企画課所管分11,700,000

円）を交付している。 

９ 監査の結果 

（１）公益社団法人 綾部市シルバー人材センター 

補助金は、目的に沿い適正に執行されていると認めた。今後も、関係機関と連携し、地域社会の

活性化に貢献されることを期待する。 

（２）商工労政課 

補助金交付事務は、適正に執行されていると認めた。今後も、補助金の目的を達成するため適正

な交付事務に努められるとともに、的確な指導を行われたい。 
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綾部市選挙管理委員会告示第２３号 

 令和７年７月２０日執行予定の参議院京都府選挙区選出議員選挙におけるポスター掲示

場の設置場所を次のように定める。 

  令和７年６月１３日 

綾部市選挙管理委員会      

委員長 中 田 誠 治    
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投票区 番 号 住 所 名 称

1 １ １ 綾部市田野町風久呂 風久呂団地入口矢三商店様前畑

2 １ ２ 綾部市上野町上野５ 旧西日本農業研究センター西側フェンス

3 １ ３ 綾部市田野町赤坂 田野町コミュニティセンター法面

4 １ ４ 綾部市寺町農屋敷 寺町西入口

5 １ ５ 綾部市上野町上野１２９ 綾部幼稚園東側

6 １ ６ 綾部市新宮町９１ ハート交流センター駐車場フェンス

7 １ ７ 綾部市上野町上野１６８ 綾部小学校フェンス

8 １ ８ 綾部市寺町上石 大谷住宅集会所フェンス

9 １ ９ 綾部市寺町農屋敷 正暦寺様西側駐車場

10 ２ １ 綾部市若竹町１２ 市役所東駐車場北側フェンス

11 ２ ２ 綾部市川糸町丁畠地内 京都府綾部総合庁舎フェンス

12 ２ ３ 綾部市並松町下番取 荻野昭様宅横市道ガードレール

13 ２ ４ 綾部市野田町仲ノ後８－１ 消防ポンプ格納庫前

14 ２ ５ 綾部市味方町薬師前４ 若宮酒造株式会社様ブロック塀

15 ２ ６ 綾部市味方町舟ノ上８－１ 菱田眞人様宅

16 ２ ７ 綾部市味方町薬師谷 紫水ケ丘団地入口

17 ３ １ 綾部市若竹町８－１ 綾部市役所

18 ３ ２ 綾部市綾中町 大槻洋司様宅横フェンス

19 ３ ３ 綾部市青野町西青野 Chou Chou　サクラティエフェンス

20 ３ ４ 綾部市西町三丁目南大坪 綾部市市民センター門塀

21 ３ ５ 綾部市綾中町花ノ木３０ アスパ様北駐車場道路側フェンス

22 ３ ６ 綾部市青野町大塚 桑の苑門扉横フェンス

23 ３ ７ 綾部市青野町大塚 市立病院前入口

24 ４ １ 綾部市駅前通東石ヶ坪 駅南広場府道側

25 ４ ２ 綾部市相生町１７ 綾部保育園フェンス

26 ４ ３ 綾部市神宮寺町重代１－１ 昭和モータース様事務所横フェンス

27 ４ ４ 綾部市本町七丁目５３ 旧日交商事㈱綾部整備工場様フェンス

28 ４ ５ 綾部市幸通２３　 フレッシュバザール綾部幸通り店裏　市道駅前宮代線フェンス

29 ４ ６ 綾部市神宮寺町西谷 桑井組様作業所前公園

30 ５ １ 綾部市宮代町 八幡児童公園

31 ５ ２ 綾部市井倉町舘２ 井倉町児童遊園地

32 ５ ３ 綾部市宮代町前田 京都丹の国農協様本店

33 ５ ４ 綾部市宮代町明知２０ 綾部中学校グランド下

34 ５ ５ 綾部市井倉町梅ケ畑２０ 日東精工様玄関前駐車場

35 ５ ６ 綾部市井倉新町北大橋１８－１ 井倉新町団地３棟東側フェンス

36 ５ ７ 綾部市井倉新町石風呂１ グンゼ研究開発部様フェンス

37 ６ １ 綾部市岡町斗代 美容室パンビー様横ブロック塀

38 ６ ２ 綾部市延町北在家７ 朝倉様宅前

39 ６ ３ 綾部市延町鳥居 小林商店様前ガードレール

40 ６ ４ 綾部市安場町鳴竹１２－１ 鳴竹集会所

41 ６ ５ 綾部市上延町岩鼻９７ 上延１号緑地

42 ６ ６ 綾部市大島町二反田１１－３ 綾部ルネス病院様駐車場フェンス

43 ６ ７ 綾部市大島町大江 大島町中公会堂前ガードレール

44 ６ ８ 綾部市岡町下山２７－３７ 樋口明様宅

45 ６ ９ 綾部市大島町南天田井１５－１ 山崎モータース様駐車場

46 ７ １ 綾部市高津町高土井 集落入口市道ガードレール

47 ７ ２ 綾部市高津町荒倉 高津農林組合様農産物集出荷施設横

48 ７ ３ 綾部市高津町三反田 京都協立病院様フェンス

49 ７ ４ 綾部市高津町藤ノ木５－２ プラトーあやべ様横空き地

50 ７ ５ 綾部市高津町北川 高津町防火水槽

令和７年７月２０日執行予定
参議院議員通常選挙ポスター掲示場設置箇所一覧
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投票区 番 号 住 所 名 称

令和７年７月２０日執行予定
参議院議員通常選挙ポスター掲示場設置箇所一覧

51 ７ ６ 綾部市高津町藤ノ木 大槻裕成様宅北側　市道ガードレール

52 ８ １ 綾部市里町敷田 府道綾部インター線四方順市様宅向かい付近

53 ８ ２ 綾部市桜が丘一丁目 嶋田透様宅横フェンス

54 ８ ３ 綾部市有岡町前田２５ 杉山泰一様宅

55 ８ ４ 綾部市有岡町志庭垣 志庭垣橋横空き地

56 ８ ５ 綾部市多田町鳴田３３ 参田建夫様宅

57 ８ ６ 綾部市多田町前地 多田町公会堂

58 ８ ７ 綾部市高倉町大懐８０２２ ゴミ集積所横

59 ８ ８ 綾部市星原町井の谷１ 星原町公民館下

60 ８ ９ 綾部市小呂町岸ケ下１２ 渡辺彰様宅隣空き地

61 ９ １ 綾部市釜輪町乙味井根上 釜輪町公民館前ガードレール

62 ９ ２ 綾部市釜輪町唐次道ノ上 山家東部簡易水道釜輪加圧ポンプ室フェンス

63 ９ ３ 綾部市戸奈瀬町道ノ下 戸奈瀬町公会堂

64 １０ １ 綾部市鷹栖町豊後田３２ 基幹集落センター

65 １０ ２ 綾部市下原町五反田 村上工務店様資材置き場

66 １０ ３ 綾部市上原町戸尻８ 山家駅前広場

67 １０ ４ 綾部市下替地町下針ノ木迫 府道広野綾部線沿い四方弘美様土地

68 １０ ５ 綾部市東山町山家 東綾中学校グランドフェンス

69 １０ ６ 綾部市旭町西ノ内 奥野定夫様宅前空き地

70 １０ ７ 綾部市橋上町簗１４－１ 橋上町集荷場前

71 １０ ８ 綾部市広瀬町二和橋１５ 佐々木鉄工所様ブロック塀

72 １１ １ 綾部市和木町佐々戸 竹原いずみ様宅豚舎跡空き地

73 １１ ２ 綾部市西原町弓矢 西原町公民館横防火水槽

74 １１ ３ 綾部市和木町樋ノ口 市道和戸成２号入り口ガードレール

75 １１ ４ 綾部市和木町和戸谷 和久一也様宅車庫横山すそ

76 １２ １ 綾部市上八田町西ノ迫 塩尻早苗様宅西側府道敷

77 １２ ２ 綾部市上八田町泉ヶ丘坂口３ 塩尻卓司様宅前防火水槽

78 １２ ３ 綾部市七百石町中山１１ 慈眼寺様下防火水槽横畑

79 １２ ４ 綾部市七百石町カイ中 大日バス停前府道敷（府道西側）

80 １２ ５ 綾部市七百石町足縄手 消防詰所向かい側

81 １２ ６ 綾部市七百石町八幡２ 大町公会堂

82 １２ ７ 綾部市七百石町湯ノ戸 十倉義様宅東側Ｙ字路空き地

83 １３ １ 綾部市岡安町土樋ノ下５番地の１ 交差点角

84 １３ ２ 綾部市岡安町大道 西八田小学校

85 １３ ３ 綾部市中筋町井根渕１－２ ㈱渋谷組様事務所先三差路先

86 １３ ４ 綾部市中筋町鶴ケ岡 木下商店様横防火水槽

87 １３ ５ 綾部市中筋町野 中筋会館前畑

88 １４ １ 綾部市下八田町中溝８－９ 斎藤明様宅前道路法面

89 １４ ２ 綾部市下八田町柿差３２ 市道有岡渕垣線法

90 １４ ３ 綾部市渕垣町薮ノ下６ 梅原秋野様宅

91 １４ ４ 綾部市渕垣町古川１４ 旧北都信用金庫渕垣支店様裏駐車場横空地

92 １４ ５ 綾部市渕垣町三社田 あやべ台入口市道フェンス

93 １４ ６ 綾部市渕垣町横田３２ 大田豊様宅横畑

94 １５ １ 綾部市中山町梅ノ木段６ 四方克實様宅

95 １５ ２ 綾部市中山町本丸段 井上久夫様宅前防火水槽

96 １５ ３ 綾部市安国寺町井根尻９－２ 小椋尚美様宅北側畑

97 １５ ４ 綾部市安国寺町下背戸 安国寺公民館前

98 １５ ５ 綾部市安国寺町上背戸 渡辺信和様宅前空き地

99 １５ ６ 綾部市安国寺町宮ノ腰２ 大槻幸一様前ガードパイプ

100 １６ １ 綾部市梅迫町鐘鋳場 八田地区交換機設置前
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参議院議員通常選挙ポスター掲示場設置箇所一覧

101 １６ ２ 綾部市梅迫町溝尻 日本交通株式会社様梅迫営業所跡地

102 １６ ３ 綾部市上杉町渋市 野間医院様東八田分院筋向い

103 １６ ４ 綾部市上杉町横縄手 大石公民館前空き地

104 １６ ５ 綾部市上杉町中嶋 東八田小学校上り口

105 １６ ６ 綾部市高槻町城ノ腰２１ 消防ポンプ格納庫前法面

106 １７ １ 綾部市上杉町ヤボセ 鳥居野グラウンド前

107 １７ ２ 綾部市上杉町道場１４－５ 京都丹の国農協八田支店様倉庫前府道法面

108 １７ ３ 綾部市上杉町中寺口 施福寺公民館前

109 １７ ４ 綾部市上杉町井ノ迫 （株）京綾貨物輸送様裏空き地

110 １７ ５ 綾部市上杉町下雉路 吉田建一様宅前空き地

111 １７ ６ 綾部市上杉町坂５－６ エムハウス様横法面

112 １７ ７ 綾部市上杉町門ノ坪４２ 旧稲葉製作所様前空き地

113 １８ １ 綾部市於与岐町レダニ 上野司様宅先三差路空き地

114 １８ ２ 綾部市於与岐町宮ノ下１７ 弥山会館入口横防火水槽

115 １８ ３ 綾部市於与岐町安ノ坂 中川原作業場

116 １８ ４ 綾部市於与岐町赤道 作業場跡地

117 １９ １ 綾部市黒谷町東谷３ 黒谷資料館跡地

118 １９ ２ 綾部市八代町藤角１３－２ 八代橋横

119 ２０ １ 綾部市十倉志茂町大農 廣瀬義晴様所有空き地

120 ２０ ２ 綾部市十倉中町上川原６５－１ 東部グラウンド上り口空き地

121 ２０ ３ 綾部市十倉向町仲村 渡邊美由紀様宅横畑

122 ２０ ４ 綾部市十倉名畑町 旧口上林小学校フェンス

123 ２０ ５ 綾部市武吉町辻 武吉公民館前広場

124 ２０ ６ 綾部市佃町柳ケ迫３３ 井上真弓様宅

125 ２０ ７ 綾部市忠町小白井 口上林分団第４部詰所東側道路法面

126 ２０ ８ 綾部市井根町南ノ前 永井フジ枝様宅前畑

127 ２１ １ 綾部市位田町浦壁５８番地 位田町浦壁５８番地宅前庭

128 ２１ ２ 綾部市位田町市場 位田橋北側三叉路市道フェンス

129 ２１ ３ 綾部市位田町蓮花寺 府道ガードレール

130 ２１ ４ 綾部市位田町寺町３－１ 下位田遊園地前

131 ２１ ５ 綾部市位田町岼 旭ケ丘公会堂前ガードレール

132 ２２ １ 綾部市栗町ガラ 栗文化センターフェンス

133 ２２ ２ 綾部市栗町南ユルズ５－１ 髙橋真理子様宅

134 ２２ ３ 綾部市栗町桶底３－１ 永井精様宅横ガードレール

135 ２２ ４ 綾部市栗町小東１ 消防団豊里分団詰所フェンス

136 ２２ ５ 綾部市栗町北ノ前４８ 栗上茶業組合ガレージ東側

137 ２２ ６ 綾部市位田町岡倉 門数好様北側空地

138 ２３ １ 綾部市豊里町福垣９６ 豊里警察官駐在所横茶畑

139 ２３ ２ 綾部市舘町森下１０ 伊治卓様宅向かい側

140 ２３ ３ 綾部市舘町シボラ 古和田工作所様横空き地

141 ２３ ４ 綾部市今田町元立石 今田自治会様駐車場フェンス

142 ２３ ５ 綾部市大畠町上り戸 大畠公民館前

143 ２４ １ 綾部市小西町内田２８ 小西茶工場様

144 ２４ ２ 綾部市小西町有坪 小西簡易児童遊園地フェンス

145 ２４ ３ 綾部市鍛治屋町茅倉１６ 里山交流研修センター前

146 ２４ ４ 綾部市鍛治屋町六反 六反作業場前

147 ２４ ５ 綾部市小畑町中村 梅垣様宅ブロック

148 ２４ ６ 綾部市小畑町天野前２７ 山下信行様宅石垣

149 ２５ １ 綾部市石原町長畑 石原自治会ごみ集積所向かい府道法面

150 ２５ ２ 綾部市小貝町岼上通 小貝橋西側三叉路府道敷
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151 ２５ ３ 綾部市小貝町所堺６－２ 湯殿公会堂前ガードレール

152 ２５ ４ 綾部市私市町上野 私市東簡易児童遊園フェンス

153 ２５ ５ 綾部市私市町中村段 私市公会堂下ガードフェンス

154 ２６ １ 綾部市物部町横椽 須波伎中央公民館前

155 ２６ ２ 綾部市物部町天野１０ 物部町防火水槽フェンス

156 ２６ ３ 綾部市物部町北前田5 下市公民館物置裏

157 ２６ ４ 綾部市物部町六地蔵 下市バス停横空き地

158 ２６ ５ 綾部市物部町蓮池 府道上市交差点フェンス

159 ２７ １ 綾部市物部町東物部１１９ 岸田児童遊園地

160 ２７ ２ 綾部市白道路町下五反田１０－１ 岸本孝昭様宅横畑

161 ２７ ３ 綾部市物部町西樋ノ口２５ 物部会館フェンス

162 ２７ ４ 綾部市物部町西樋ノ口 ふれあい広場フェンス

163 ２８ １ 綾部市西坂町弥谷３ 谷口忠夫様宅横防火水槽

164 ２８ ２ 綾部市西坂町黒満坪 諏訪神社様前空き地

165 ２８ ３ 綾部市西坂町段ノ岡３８－１ 大槻弘和様宅横防火水槽

166 ２８ ４ 綾部市西坂町宮床１０３－１ ごみ集積所横空き地

167 ２８ ５ 綾部市西坂町堂ノ岡２２－１ 堂ノ岡作業場下（中野様宅横）

168 ２８ ６ 綾部市西坂町東ノ段３７ 赤見坂作業場隣田和すみ江様宅

169 ２９ １ 綾部市新庄町北３７ 石ノ隈バス停裏畑下

170 ２９ ２ 綾部市新庄町太ケ鼻 旧しらはせ理容店様南側空き地

171 ２９ ３ 綾部市新庄町柿１９－３ 永井省三様宅前畑

172 ２９ ４ 綾部市新庄町初 奥ポンプ格納庫横

173 ３０ １ 綾部市白道路町鎌倉田２８ 岡村佳子様宅横

174 ３０ ２ 綾部市白道路町谷ノ奥１３ 平田将海様宅横畑

175 ３０ ３ 綾部市白道路町深田１４ 小林賢一様宅隣法面

176 ３０ ４ 綾部市白道路町桜ケ坪 ㈱白道路興農会様倉庫前法面

177 ３０ ５ 綾部市白道路町摺鉢田 山岡茂様宅先ガードレール

178 ３１ １ 綾部市志賀郷町家際２９ 志賀公民館前

179 ３１ ２ 綾部市志賀郷町南町１５ 志賀郷バス停前

180 ３１ ３ 綾部市志賀郷町儀市前 下町橋土手

181 ３１ ４ 綾部市志賀郷町丁田８ 志賀小学校前

182 ３１ ５ 綾部市仁和町仲田4-1 仁和町公民館横ゲートボール場フェンス

183 ３２ １ 綾部市向田町久保田 岡井保様宅敷地（東側）

184 ３２ ２ 綾部市別所町流田５－１ 別所停留所前

185 ３２ ３ 綾部市別所町小丸山 別所町公会堂前ガードレール

186 ３２ ４ 綾部市篠田町クゴノシタ 山添達男様宅向かい府道法面

187 ３２ ５ 綾部市篠田町祝田８ 篠田集荷場前

188 ３３ １ 綾部市坊口町由里 坊口公会堂前

189 ３３ ２ 綾部市金河内町榎ケ坪 京都縦貫道橋脚東側府道ガードレール

190 ３３ ３ 綾部市金河内町辻道２７ ほ場整備石碑前

191 ３３ ４ 綾部市金河内町筋海 加柴和成様宅横防火水槽フェンス

192 ３３ ５ 綾部市内久井町石代 内久井町防火水槽フェンス

193 ３４ １ 綾部市西方町薦ケ迫 消防ポンプ格納庫横防火水槽フェンス

194 ３４ ２ 綾部市西方町味噌尾６８ 大槻國夫様宅
195 ３４ ３ 綾部市西方町貝尻 西方町公会堂横法面

196 ３４ ４ 綾部市西方町家ノ奥１９ 大槻修様宅

197 ３４ ５ 綾部市西方町虫田４８ 岡本勇様空き地

198 ３５ １ 綾部市睦合町古川 ゲートボール場前空き地

199 ３５ ２ 綾部市睦合町念道 第一区公民館前

200 ３５ ３ 綾部市睦合町中畑 浅原公民館前
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201 ３５ ４ 綾部市睦合町井谷２ 寺澤正人様宅

202 ３５ ５ 綾部市睦合町下引地 引地公民館空き地

203 ３６ １ 綾部市八津合町清水ノ下 片岡耕之助様宅横防火水槽

204 ３６ ２ 綾部市八津合町縄手 観光センタ－駐車場

205 ３６ ３ 綾部市八津合町馬場 馬場集荷場先防火水槽

206 ３６ ４ 綾部市八津合町祖里 井上昇様宅向かい市道ガードレール

207 ３６ ５ 綾部市八津合町村中 仲嶌孝男様宅横空き地

208 ３６ ６ 綾部市五津合町荒木４８ 岩崎冬子様宅ブロック

209 ３６ ７ 綾部市五津合町大田２－２ 農産物直売所横法面

210 ３６ ８ 綾部市五津合町入道２５ 弓削作業場前ガードレール

211 ３７ １ 綾部市五津合町ユリノ下 清水作業場向かい法面

212 ３７ ２ 綾部市五津合町高岸 鎌部稔様宅北側防火用水横

213 ３７ ３ 綾部市五泉町西巻 五泉荘向かい道路法

214 ３７ ４ 綾部市五泉町田中 市之瀬橋横道路法

215 ３７ ５ 綾部市五泉町宮ノ腰２０－１ 市志公民館前ガードレール

216 ３８ １ 綾部市睦寄町長野 井長守様宅横畑

217 ３８ ２ 綾部市睦寄町志古田４２ 志古田防火水槽横（岩崎リエ様宅前）

218 ３８ ３ 綾部市睦寄町市場１６ 生野敦子様宅横空地

219 ３８ ４ 綾部市睦寄町鳥垣 坂尾呂神社様下

220 ３８ ５ 綾部市睦寄町堂ノ下１４ 草壁公民館跡地横

221 ３８ ６ 綾部市睦寄町有安１－１ 有安公民館前グラウンドフェンス

222 ３８ ７ 綾部市睦寄町古井前 古井公民館前防火水槽

223 ３９ １ 綾部市故屋岡町三反田 健康管理センター

224 ３９ ２ 綾部市故屋岡町小中１３ 仲道一彦様横防火水槽

225 ３９ ３ 綾部市故屋岡町在中 八代公民館横ガードレール

226 ３９ ４ 綾部市故屋岡町平垣 八木博喜様前防火水槽

227 ３９ ５ 綾部市故屋岡町神子谷下２１番地の１ 山﨑正治様宅向かい府道法面
228 ３９ ６ 綾部市光野町イガミ３ 志馬嘉門様宅府道向かい側空き地

229 ４０ １ 綾部市光野町前田 光野橋下詰道路縁

230 ４０ ２ 綾部市老富町堂ノ下 みのだ橋詰空地

231 ４０ ３ 綾部市老富町ヒシリ４－３ 老富会館前

232 ４０ ４ 綾部市老富町西ガチ１０ 市茅野作業場
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綾部市選挙管理委員会告示第２４号 

 令和７年７月２０日執行予定の参議院京都府選挙区選出議員選挙における候補者の氏名

及び党派別の掲示の掲載順序を定めるくじを行う場所及び日時を、次のように定める。 

  令和７年６月１３日 

綾部市選挙管理委員会      

委員長 中 田 誠 治    

１ 日  時   令和７年７月３日（木） 午後５時１０分 

２ 場  所   綾部市役所西庁舎１階 会議室② 

         綾部市若竹町８番地の１ 

選挙管理委員会告示

156


